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新 旧 

１． 基本方針 １． 基本方針 

２．  ２．  

（１） 目的 （１） 目的 

（中略） （中略） 

  

※本取組みは、「『未来の東京』戦略」（令和３（2021）年３月 東京都）

のデジタルツイン実現プロジェクト、「シン・トセイ 都政の構造改革

QOS アップグレード戦略」（令和３（2021）年３月 東京都）の先端技

術社会実装リーディング・プロジェクト等として位置付けられてい

る。なお、上記計画等については、その後以下のとおり関連計画が策

定されている。 

・『未来の東京』戦略 version up2022（令和４（2022）年２月） 

・『未来の東京』戦略 version up2023（令和５（2023）年１月） 

・『未来の東京』戦略 version up2024（令和６（2023）年１月） 

・シン・トセイ２ 都政の構造改革 QOS アップグレード戦略 version 

up2022 

（令和４（2022）年２月） 

・シン・トセイ３ 都政の構造改革 QOS アップグレード戦略 version 

up2023 

（令和５（2023）年１月） 

・シン・トセイ４ 都政の構造改革 QOS アップグレード戦略 version 

up2024 

（令和６（2024）年１月） 

・スマート東京実施戦略～東京版 Society 5.0 の実現に向けて～（令和２

（2020）年２月） 

※本取組みは、「『未来の東京』戦略」（令和３(2021)年３月東京都）のデ

ジタルツイン実現プロジェクト、「シン・トセイ都政の構造改革 QOS

アップグレード戦略」（令和３（2021）年３月東京都）の先端技術社会

実装リーディング・プロジェクトとして位置付けられている。 
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新 旧 

（２） 定義 （２） 定義 

表１-１ 用語の定義 表１-１ 用語の定義 

用語 

 

定義 

 

個人情報保護法 

 

個人情報の保護に関する法律（平成 15年 5月 30

日法律第 57 号）のこと。 

 
 

用語 

 

定義 

 

個人情報保護法 

 

個人情報の保護に関する法律（平成 15年 5月 30

日法律第 57 号）及び政機関の保有する個人情報

の保護に関する法律平成 15 年 5 月 30 日法律第

58 号）及び立行政法人等の保有する個人情報の

保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30 日法律第

59 号）のこと。 
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新 旧 

（３） 仕様の基本的な考え方 （３） 仕様の基本的な考え方 

３． 関連施策・取組み ３． 関連施策・取組み 

3D デジタルマップの整備・運用にあたっては、下記の施策・取組みと連

携して進める。 

3D デジタルマップの整備・運用にあたっては、下記の施策・取組みと連

携して進める。 

  

① 「未来の東京」戦略（東京都政策企画局） ① 「未来の東京」戦略（東京都政策企画局） 

② シン・トセイ都政の構造改革 QOS アップグレード戦略（東京都政策企

画局） 

② シン・トセイ都政の構造改革 QOS アップグレード戦略（東京都政策企

画局） 

③ スマート東京 －東京版 Society5.0－（東京都デジタルサービス局） ③ スマート東京 －東京版 Society5.0－（東京都デジタルサービス局） 

④ 東京都データプラットフォーム協議会（東京都デジタルサービス局） ④ 東京都データプラットフォーム協議会（東京都デジタルサービス局） 

⑤ 東京都デジタルツイン実現プロジェクト（東京都デジタルサービス

局） 

⑤ 東京都デジタルツイン実現プロジェクト（東京都デジタルサービス

局） 

⑥ 内閣府 i-都市再生（内閣府地方創生推進事務局） ⑥ 内閣府 i-都市再生（内閣府地方創生推進事務局） 

⑦ 国土交通省 Project PLATEAU（国土交通省都市局） ⑦ 国土交通省プロジェクト PLATEAU（国土交通省都市局） 

⑧ 国土地理院 3 次元地図作成の高精度化、効率化等の技術検討の取組み ⑧ 国土地理院 3 次元地図作成の高精度化、効率化等の技術検討の取組み 

⑨ 個人情報保護制度や DPF 取引透明化法等の制度 ⑨ 個人情報保護制度や DPF 取引透明化法等の制度 

⑩ デジタル社会の実現に向けた重点計画（デジタル庁） ⑩ デジタル社会の実現に向けた重点計画（デジタル庁） 
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図１-３ 関連施策・取組みとの相関図 図１-３ 関連施策・取組みとの相関図 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

スマート東京

－東京版Society5.0－

デジタルツイン実現プロジェクト

東京データプラッ

トフォーム

都市の3Dデジ

タルマップ化プ

ロジェクト

連携

参考

【システム整備・運用】

国土交通データプラットフォーム、Ｇ空間情報センター 等

【ルール】
東京データプラットフォームのポリシー策定案
運用するにあたりデータの収集や提供、利活用にかかる基本的な考
え方・ルール(ポリシー) を改定。
①プライバシーステートメント、②規約、③データガバナンス、④コンプラ
イアンス指針、⑤情報セキュリティポリシー、⑥運営組織 定款

【データ仕様】
内閣府i-都市再生（i-UR1.0）
統計情報や都市3Dモデルを可視化するための仕様。
CityGML形式を採用し、CityGMLに定義されているADEとし
て機能を拡張。

【ルール】
特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に
関する法律（DPF取引透明化法）
DPFにおける取引の透明性と公正性の向上を図るために、取引条
件等の開示、運営における公正性確保、運営状況の報告と評価
及び評価結果の公表等の必要な措置を講じる。

【データ整備・運用】
まちづくりのDX（国土交通省 プロジェクトPLATEAU）

都市計画基本図をもとに、「まちづくりのデジタル基盤」として
3D都市モデルを構築。CityGML形式を採用し、データはオー
プン化。

適用適用

【ルール】
個人情報保護制度の見直し
個人情報の定義等を官民で統一、行政期間等での匿名加工情報の取扱
いに関する規律を明確化 等

【技術検討】
3次元地図作成の高精度化、効率化等（国土地理院）
基盤地図情報をもとに3D都市モデルを構築する技術的手法
を検討。

参考

連携

今後連携

ベース・レジストリ

公的機関等で登録・
公開され、様々な場
面で参照される、人、
法人、土地、建物、
資格等の社会の基
本データ

適用
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新 旧 

（１） 都各局の３Ｄデジタルマップへの期待 （１） 都各局の３Ｄデジタルマップへの期待 

2020～2021 年度にかけて都各局および区市町村へ実施した 3D デジタ

ルマップへの期待に関する調査結果を下記に示す。また、各期待をもと

に、求められる 3D デジタルマップを整理した。 

2020～2021 年度にかけて都各局および区市町村へ実施した 3D デジタ

ルマップへの期待に関する調査結果を下記に示す。また、各期待をもと

に、求められる 3D デジタルマップを整理した。 

（中略） （中略） 
表２-３ 都各局において求められる 3Dデジタルマップ（2023年度）  
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局・部署 
DX への検討や取

組 

DX 施策と 3D デジタルマップの連携の

期待や要望 

都市整備局 

都市基盤部 

交通企画課 

 

― 

 

― 

都市整備局 

都市づくり政策部 

都市計画課 

 

 

 

― 

・３D デジタルマップを利用可能へ

（点群デー 

タ、都市モデル）。 

・３D デジタルマップによる土地利用

現況調査 

・都市計画決定情報の 3 次元表現。 

 

政策企画局 

政策部 

政策調査課 

 

― 

 

― 

デジタルサービス

局 

デジタルサービス 

推進部 

デジタルサービス 

推進課 

 民間提供ＭＭＳ

点群データの庁

内事業検討活

用。 

 民間プローブデ

ータの庁内事業

検討活用。 

 点群データの庁

内利活用環境の

検討・施行整

備。 

 東京都が丸ごとデジタルマップ化さ

れるために、現行の３D デジタルマ

ップの中で空白部分となっている箇

所の補間に繋がるデータ・要素（た

とえば公共交通機関（鉄道・線路・

駅舎等）、港湾・空港等）の作成。 

 ３D 都市モデルを活用したユースケ

ースの開発。 

 

建設局 

道路管理部 

保全課 

・道路空間の三次

元点群データで

道路施設を立体

的に再現し、道

路施設情報との

リンクで情報を

迅速に確認。今

後、街路樹情報

を追加してシス

テム連携の強化

 ３D デジタルマップ整備のために進

めている都内全域の航空機による三

次元点群計測について、引き続きの

データ取得と定期的なデータ更新で

鮮度を維持し、各局へ展開して貰い

たい。 
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を予定。 

・三次元点群デー

タで山間部地形

を立体的に把握

し、崩壊跡地や

集水地形などの

災害要因を可視

化した地形判読

を行い、今後の

斜 面 点 検 に 活

用。 

下水道局 

計画調整部 

計画課 

・３D デジタルマ

ップへの下水道

管路のデータ提

供（下水道台帳

情報システムを

活用）。 

 

 

 地下情報の３D 化については本事業

のほか、PLATEAU や、国交省道路

局が推進している「地下埋設物の３

D 化」においても同様の取組が進ん

でいるため、似たようなシステムの

乱立は避け、統一的なシステムの構

築を願いたい。 

 

水道局 

建設部 

技術管理課 

・スマートフォン

等を用いた簡易

的な測量による

水道施設の座標

管理。 

 

 

 

― 

港湾局 

総務部 

企画経理課 

・R５年 9 月 1 日

より、「離島港

湾情報プラット

フォーム」ライ

ブカメラ映像の

公開開始。 

 

 

 離島港湾 DX 事業の推進プロジェク

トや、東京みなと DX 推進プロジェ

クト等において、３D デジタルマッ

プや点群データについて、必要に応

じて連携を行うことを検討してい

く。 

交通局 ・お客様の声シス  今後、費用対効果等を鑑み検討して
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新 旧 

総務部 

企画調整課 

テムの再構築。 

 

 

 

いく。 

 

  

（中略） （中略） 

表２-５ 区市町村において求められる 3D デジタルマップ（2023 年度）  

アンケート調査項目 3D デジタルマップへの期待・要望 

利活用が想定される３Ｄ

デジタルマップの実装分

野 

 利活用が想定される分野は、災害リスクの可視

化、都市計画・都市再生、災害シミュレーショ

ン、景観検討などが多い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D デジタルマップの精

度、品質向上にあたって

のデータ提供 

 概ね提供可能であるが所管調整が必要、条件に応

じて可能な範囲で対応したい、個人情報保護の観

点から精査が必要といった現実的な回答が多い 

データ提供の際に想定さ

れる課題  

 市が作成した地形図をもとに作図したデータが多

いため、町丁目、土地、建物形状等にズレが生じ

るといったものや予算確保を課題に挙げる回答が

見られた 
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新 旧 

  

（２） 想定ユースケース （２） 想定ユースケース 

A) 想定ユースケース A) 想定ユースケース 

 表２-６ 想定ユースケースと求められる 3D デジタルマップ  表２-４ 想定ユースケースと求められる 3D デジタルマップ 
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ユース 

ケース 

 

説明 

 

求められる 3D デジタ

ルマップ 

 

（参考）重畳デー

タ 

 

都市活動の

見える化・

モニタリン

グ 

 

人流データや混雑状況、

天候、イベント、口コミ

情報などの都市活動デー

タを 3D デジタルマップ

上に可視化、行政にとっ

てはまちづくりの施策

に、民間事業者にとって

は予測によるリソースの

最適配置や収益改善に活

用。 

 

・建物（まちの概観

が分かるレベル、

テクスチャ付） 

・地形（テクスチャ

付でまちの概観が

分かる） 

 

・属性別居住人口

や交通量などの

需要データ 

・人流、混雑状

況、気象等のセ

ンシングデータ 

・イベントや口コ

ミ等の投稿デー

タ 

 

都市再生・

都市開発シ

ミュレーシ

ョン、景観

シミュレー

ション 

 

都市再生・都市開発、景

観検討のシミュレーショ

ンなど、都市の将来像に

ついて、3D デジタルマ

ップを利用して VR 等で

可視化。地域住民とのコ

ミュニケーションツール

としても利用。 

 

・建物（屋根・壁

面・低層部等の細

部含めテクスチャ

付） 

・道路（3D、テクス

チャ付） 

・道路沿道の構造物

（3D、テクスチャ

付） 

 

・時間帯別の景

観、日影 

・高さ制限や眺

望、意匠等 

 

都市空間の

変遷可視化 

 

都市空間の変遷を、過去

からの時間軸の観点も踏

まえて可視化。３D デジ

タルマップが地物単位で

作成されている場合は、

時間に関わる情報を持た

せることで、建物単位で

変遷を可視化することも

できる。 

 

・建物（3D、テクス

チャ付、建設年） 

・道路（3D、テクス

チャ付） 

・道路沿道の構造物

（3D、テクスチャ

付） 

 

 

 

ユース 

ケース 

 

説明 

 

求められる 3D デジタ

ルマップ 

 

（参考）重畳デー

タ 

 

都市活動の

見える化・

モニタリン

グ 

 

人流データや混雑状況、

天候、イベント、口コミ

情報などの都市活動デー

タを 3D デジタルマップ

上に可視化、行政にとっ

てはまちづくりの施策

に、民間事業者にとって

は予測によるリソースの

最適配置や収益改善に活

用。 

 

・建物（まちの概観

が分かるレベル、

テクスチャ付） 

・地形（テクスチャ

付でまちの概観が

分かる） 

 

・属性別居住人口

や交通量などの

需要データ 

・人流、混雑状

況、気象等のセ

ンシングデータ 

・イベントや口コ

ミ等の投稿デー

タ 

 

都市再生・

都市開発シ

ミュレーシ

ョン、景観

シミュレー

ション 

 

都市再生・都市開発、景

観検討のシミュレーショ

ンなど、都市の将来像に

ついて、3D デジタルマ

ップを利用して VR 等で

可視化。地域住民とのコ

ミュニケーションツール

としても利用。 

 

・建物（屋根・壁

面・低層部等の細

部含めテクスチャ

付） 

・道路（3D、テクス

チャ付） 

・道路沿道の構造物

（3D、テクスチャ

付） 

 

・時間帯別の景

観、日影 

・高さ制限や眺

望、意匠等 

 

都市空間の

変遷可視化 

 

都市空間の変遷を、過去

からの時間軸の観点も踏

まえて可視化。３D デジ

タルマップが地物単位で

作成されている場合は、

時間に関わる情報を持た

せることで、建物単位で

変遷を可視化することも

できる。 

 

・建物（3D、テクス

チャ付、建設年） 

・道路（3D、テクス

チャ付） 

・道路沿道の構造物

（3D、テクスチャ

付） 
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スマートプ

ランニング 

 

人の移動データ・行動デ

ータを 3D デジタルマッ

プ上に可視化、施設の最

適配置や交通施策、道路

等の空間の再分配の検討

に活用。 

 

・まちの概観（3D メ

ッシュ等で全体を

俯瞰できる） 

・建物（3D、分析対

象エリアの道路・

通行路沿いは街並

みを再現するため

にテクスチャ付） 

・道路・通行路

（3D、路面標示等

も再現） 

・道路沿道構造物・

街路樹（3D、概観

レベルで再現） 

 

・人流、パーソン

トリップ等の行

動データ 

 

都市計画情

報 高度地

区の制限検

討 

 

都市計画情報のうち、高

度地区の制限高さに合わ

せてエリアを表示し、許

可建物の確認や、制限緩

和の検討を行うために利

用する。 

 

・高度地区（３D） 

・建物（高さ精度を

確保した３Ｄ、見

映えを求める場合

はテクスチャ付） 

・地形（３Ｄメッシ

ュ） 

 

 

 

建築用途現

況の把握 

 

３D 建物に建物現況調査

結果（用途）を付与して

可視化。 

現況把握し、次の都市計

画検討に利用する。 

 

・建物用途現況調査

結果（建物単位、

用途情報） 

・建物（属性を付与

できるようベクト

ル化した３Ｄ、主

要建物は屋根形状

を再現した方が分

かりやすい） 

・地形（３Ｄメッシ

ュ） 

・背景地図（道路や

 

 

スマートプ

ランニング 

 

人の移動データ・行動デ

ータを 3D デジタルマッ

プ上に可視化、施設の最

適配置や交通施策、道路

等の空間の再分配の検討

に活用。 

 

・まちの概観（3D メ

ッシュ等で全体を

俯瞰できる） 

・建物（3D、分析対

象エリアの道路・

通行路沿いは街並

みを再現するため

にテクスチャ付） 

・道路・通行路

（3D、路面標示等

も再現） 

・道路沿道構造物・

街路樹（3D、概観

レベルで再現） 

 

・人流、パーソン

トリップ等の行

動データ 

 

都市計画情

報 高度地

区の制限検

討 

 

都市計画情報のうち、高

度地区の制限高さに合わ

せてエリアを表示し、許

可建物の確認や、制限緩

和の検討を行うために利

用する。 

 

・高度地区（３D） 

・建物（高さ精度を

確保した３Ｄ、見

映えを求める場合

はテクスチャ付） 

・地形（３Ｄメッシ

ュ） 

 

 

 

建築用途現

況の把握 

 

３D 建物に建物現況調査

結果（用途）を付与して

可視化。 

現況把握し、次の都市計

画検討に利用する。 

 

・建物用途現況調査

結果（建物単位、

用途情報） 

・建物（属性を付与

できるようベクト

ル化した３Ｄ、主

要建物は屋根形状

を再現した方が分

かりやすい） 

・地形（３Ｄメッシ

ュ） 

・背景地図（道路や
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敷地が色分けで分

かりやすい地図） 

 

都市施設管

理 

 

レーザ等で取得した高精

度点群データを用いて現

況把握、幅員や面積を計

測。道路縁や中心線ベク

トルデータと重ねること

で、より分かりやすく道

路を管理。路面性状調査

等の維持管理にも利用。 

 

・道路（点群デー

タ、点群データと

ベクトルデータの

重ね合わせ） 

・橋梁・トンネル・

法面などの道路施

設（点群データ、

3D ベクトル化） 

 

 

 

地下埋設物

管理 

 

地下埋設物が埋まってい

る概ねの場所を把握する

（埋まっているか埋まっ

ていないかを把握する）。 

または、地下埋設物の場

所を把握し、工事の事業

者間調整の円滑化をはか

る。（詳細な現況を把握す

るためには地中レーダ等

による探査が必要。） 

 

・地下埋設物の概況

（配管の位置、配

管の種類） 

・地下埋設物の現況

（レーザやレーダ

による計測結果） 

 

 

 

人口分析等

の政策検討 

 

人口や地価などの統計デ

ータ（メッシュ）を３D

グラフ化し、地図上に可

視化。 

複数年での比較など、分

かりやすく表現または、

地下埋設物の場所を把握

し、工事の事業者間調整

の円滑化をはかる。（詳細

な現況を把握するために

は地中レーダ等による探

査が必要。） 

・統計メッシュ（3D

グラフ化するため

の属性値付与） 

・背景地図（グラフ

が分かりやすくな

るよう航空写真や

シンプルな地形図

が適している） 

 

 

 

 

敷地が色分けで分

かりやすい地図） 

 

都市施設管

理 

 

レーザ等で取得した高精

度点群データを用いて現

況把握、幅員や面積を計

測。道路縁や中心線ベク

トルデータと重ねること

で、より分かりやすく道

路を管理。路面性状調査

等の維持管理にも利用。 

 

・道路（点群デー

タ、点群データと

ベクトルデータの

重ね合わせ） 

・橋梁・トンネル・

法面などの道路施

設（点群データ、

3D ベクトル化） 

 

 

 

地下埋設物

管理 

 

地下埋設物が埋まってい

る概ねの場所を把握する

（埋まっているか埋まっ

ていないかを把握する）。 

または、地下埋設物の場

所を把握し、工事の事業

者間調整の円滑化をはか

る。（詳細な現況を把握す

るためには地中レーダ等

による探査が必要。） 

 

・地下埋設物の概況

（配管の位置、配

管の種類） 

・地下埋設物の現況

（レーザやレーダ

による計測結果） 

 

 

 

人口分析等

の政策検討 

 

人口や地価などの統計デ

ータ（メッシュ）を３D

グラフ化し、地図上に可

視化。 

複数年での比較など、分

かりやすく表現または、

地下埋設物の場所を把握

し、工事の事業者間調整

の円滑化をはかる。（詳細

な現況を把握するために

は地中レーダ等による探

査が必要。） 

・統計メッシュ（3D

グラフ化するため

の属性値付与） 

・背景地図（グラフ

が分かりやすくな

るよう航空写真や

シンプルな地形図

が適している） 
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再生可能エ

ネルギーポ

テンシャル

シミュレー

ション 

 

建物の屋根や壁面の太陽

光発電ポテンシャルをシ

ミュレーション。建物毎

に可視化し、再生可能エ

ネルギー導入促進につな

げる。 

 

・建物（屋根形状、

屋根の上の面積の

大きい設備形状が

必要） 

・地形（日影に影響

する丘など） 

 

・日射量データ 

・シミュレーショ

ン結果（再エネ

ポテンシャル） 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（時間別

浸水深） 

 

３D 建物に津波浸水想定

区域の時間別シミュレー

ションデータを重ね合わ

せ、住民の避難行動の意

識付けに利用する。 

 

・浸水想定区域（時

間別、３D 表現） 

・避難所（２D、可視

化したい場合は３

Ｄ表現） 

・建物（高さ精度を

確保した３Ｄ、避

難所情報を付与し

て色分けなどをす

る場合はベクトル

化した３Ｄ） 

・地形（３Ｄメッシ

ュ、5m 以上の精度

必要） 

・背景地図（分かり

やすさのためにテ

クスチャ付 3D メッ

シュモデル） 

 

 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（地下街

を含む内水

氾濫） 

 

シミュレーションに利用

するための地形モデル

（地下街含む）の提供、 

浸水状況を分かりやすく

可視化のために利用す

る。 

 

・建物：高さ精度を

確保した建物 

・地形・地盤高：浸

水シミュレーショ

ンに利用可能な精

度の地形・地盤高

メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更

 

 

 

再生可能エ

ネルギーポ

テンシャル

シミュレー

ション 

 

建物の屋根や壁面の太陽

光発電ポテンシャルをシ

ミュレーション。建物毎

に可視化し、再生可能エ

ネルギー導入促進につな

げる。 

 

・建物（屋根形状、

屋根の上の面積の

大きい設備形状が

必要） 

・地形（日影に影響

する丘など） 

 

・日射量データ 

・シミュレーショ

ン結果（再エネ

ポテンシャル） 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（時間別

浸水深） 

 

３D 建物に津波浸水想定

区域の時間別シミュレー

ションデータを重ね合わ

せ、住民の避難行動の意

識付けに利用する。 

 

・浸水想定区域（時

間別、３D 表現） 

・避難所（２D、可視

化したい場合は３

Ｄ表現） 

・建物（高さ精度を

確保した３Ｄ、避

難所情報を付与し

て色分けなどをす

る場合はベクトル

化した３Ｄ） 

・地形（３Ｄメッシ

ュ、5m 以上の精度

必要） 

・背景地図（分かり

やすさのためにテ

クスチャ付 3D メッ

シュモデル） 

 

 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（地下街

を含む内水

氾濫） 

 

シミュレーションに利用

するための地形モデル

（地下街含む）の提供、 

浸水状況を分かりやすく

可視化のために利用す

る。 

 

・建物：高さ精度を

確保した建物 

・地形・地盤高：浸

水シミュレーショ

ンに利用可能な精

度の地形・地盤高

メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更
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新データの提供 

・地下街：地下への

流入口（地上との

出入口）、地下通路

幅員・天井高、階

段、地下広場等の

面積のある空間 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（外水氾

濫（津波・

高潮）） 

 

シミュレーションに利用

するための地形モデルの

提供、浸水状況を分かり

やすく可視化のために利

用する。 

 

・建物：高さ精度を

確保した建物 

・地形・地盤高：浸

水シミュレーショ

ンに利用可能な精

度の地形・地盤高

メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更

新データの提供 

 

 

 

図上訓練で

の ICT 活

用 

 

災害発生を想定した訓練

において、従来の紙地図

利用ではなく、３Ｄデジ

タルマップを利用。３Ｄ

地形モデルや災害撮影成

果を利用して判断支援。 

 

・地形（３Ｄメッシ

ュ、写真または地

形の陰影図） 

・建物（概観が分か

るレベル） 

・道路・構造物（概

観が分かるレベ

ル） 

 

・気象データ 

・災害箇所撮影デ

ータ 

 

豪雨時等の

浸水シミュ

レーション 

 

航空レーザ計測で取得し

た点群データから地形メ

ッシュデータを加工し、

時間（タイムラインと空

間の双方からの災害シミ

ュレート高度化により、

防災 DX を推進する。） 

・建物：高さ精度を

確保した建物 

・地形・地盤高：浸

水シミュレーショ

ンに利用可能な精

度の地形・地盤高

メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更

・気象データ 

 

新データの提供 

・地下街：地下への

流入口（地上との

出入口）、地下通路

幅員・天井高、階

段、地下広場等の

面積のある空間 

 

浸水シミュ

レーション

結果の可視

化（外水氾

濫（津波・

高潮）） 

 

シミュレーションに利用

するための地形モデルの

提供、浸水状況を分かり

やすく可視化のために利

用する。 

 

・建物：高さ精度を

確保した建物 

・地形・地盤高：浸

水シミュレーショ

ンに利用可能な精

度の地形・地盤高

メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更

新データの提供 

 

 

 

図上訓練で

の ICT 活

用 

 

災害発生を想定した訓練

において、従来の紙地図

利用ではなく、３Ｄデジ

タルマップを利用。３Ｄ

地形モデルや災害撮影成

果を利用して判断支援。 

 

・地形（３Ｄメッシ

ュ、写真または地

形の陰影図） 

・建物（概観が分か

るレベル） 

・道路・構造物（概

観が分かるレベ

ル） 

 

・気象データ 

・災害箇所撮影デ

ータ 

 

豪雨時等の

浸水シミュ

レーション 

 

航空レーザ計測で取得し

た点群データから地形メ

ッシュデータを加工し、

時間（タイムラインと空

間の双方からの災害シミ

ュレート高度化により、

防災 DX を推進する。） 

・建物：高さ精度を

確保した建物 

・地形・地盤高：浸

水シミュレーショ

ンに利用可能な精

度の地形・地盤高

メッシュ（5m 程

度）、開発箇所は更

・気象データ 
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 新データの提供、

排水設備の能力 

 

災害発生時

の被害情

報・地形変

化の可視化 

通行可能ル

ートの可視

化 

 

災害発生した際に、被害

情報や変化した地形情報

の３Ｄデジタルマップを

プラットフォームとして

入力、可視化。復旧・復

興に利用。 

 

・地形（３Ｄメッシ

ュ） 

・建物（概観が分か

るレベル、罹災証

明等の被害状況査

定に使う場合は外

形が必要） 

・道路・構造物（概

観が分かるレベ

ル） 

 

・被害情報の投稿

情報 

・車両のプローブ

データ（通行で

きた場所情報） 

 

密を回避す

るための人

流解析 

 

混雑度を計算するため

に、空間容量（キャパシ

ティ）と人流カウント。

混雑度を分かりやすく可

視化するために利用す

る。 

 

・通路：地上・地

下、高架下、駅や

商業施設の出入口

なども表現、階

段・スロープ・エ

スカレータがある

可能性もある 

・建物：通路に沿っ

た壁面が再現され

ていればよいが、

より分かりやすく

するためにはテク

スチャがあった方

がよい 

・構造物：人流の障

害になる構造物が

ある場合は取得 

 

・人流データ（カ

メラ、センサー

等で取得したデ

ータ） 

 

帰宅困難者

の避難誘導

分析 

建物内外の避難経路の可

視化や、避難経路の空間

容量（キャパシティ）の

・避難経路：地上・

地下、建物内外の

通路、階段・スロ

 

 

 新データの提供、

排水設備の能力 

 

災害発生時

の被害情

報・地形変

化の可視化 

通行可能ル

ートの可視

化 

 

災害発生した際に、被害

情報や変化した地形情報

の３Ｄデジタルマップを

プラットフォームとして

入力、可視化。復旧・復

興に利用。 

 

・地形（３Ｄメッシ

ュ） 

・建物（概観が分か

るレベル、罹災証

明等の被害状況査

定に使う場合は外

形が必要） 

・道路・構造物（概

観が分かるレベ

ル） 

 

・被害情報の投稿

情報 

・車両のプローブ

データ（通行で

きた場所情報） 

 

密を回避す

るための人

流解析 

 

混雑度を計算するため

に、空間容量（キャパシ

ティ）と人流カウント。

混雑度を分かりやすく可

視化するために利用す

る。 

 

・通路：地上・地

下、高架下、駅や

商業施設の出入口

なども表現、階

段・スロープ・エ

スカレータがある

可能性もある 

・建物：通路に沿っ

た壁面が再現され

ていればよいが、

より分かりやすく

するためにはテク

スチャがあった方

がよい 

・構造物：人流の障

害になる構造物が

ある場合は取得 

 

・人流データ（カ

メラ、センサー

等で取得したデ

ータ） 

 

帰宅困難者

の避難誘導

分析 

建物内外の避難経路の可

視化や、避難経路の空間

容量（キャパシティ）の

・避難経路：地上・

地下、建物内外の

通路、階段・スロ
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 計算に利用する。 

 

ープ 

・避難経路を構成す

る建物：建物外形

（中の避難経路を

分かりやすく表現

するためにワイヤ

ーフレーム表現） 

・フロアマップ：避

難経路を俯瞰して

みるためのフロア

マップ 

・構造物：避難の障

害になる構造物が

ある場合は取得 

 

モビリテ

ィ・自動運

転支援 

 

自動運転に必要となる高

精度ダイナミックマップ

として作成する。 

 

・高精度 3D 道路情

報：路面、車線、

構造物 

 

・交通規制、道路

工事 

・気象予報 

・事故、渋滞、周

辺情報（歩行

者、信号） 

 

公共空間の

活用・ウォ

ーカブルな

まちづくり 

 

イベント開催者などが計

画時に使用しやすい公共

空間マップの提供。 

ウォーカブルなまちづく

りの計画の可視化、バリ

アフリールートや小型モ

ビリティ用ルートの可視

化などを行う。 

 

・建物（公共空間に

配置されている建

物（リアルなイメ

ージが必要となる

ためテクスチャ付

で屋根や窓も再

現）） 

・広場（テクスチャ

付で再現、段差を

表現） 

・構造物（公共空間

に配置されている

構造物をテクスチ

 

 

 計算に利用する。 

 

ープ 

・避難経路を構成す

る建物：建物外形

（中の避難経路を

分かりやすく表現

するためにワイヤ

ーフレーム表現） 

・フロアマップ：避

難経路を俯瞰して

みるためのフロア

マップ 

・構造物：避難の障

害になる構造物が

ある場合は取得 

 

モビリテ

ィ・自動運

転支援 

 

自動運転に必要となる高

精度ダイナミックマップ

として作成する。 

 

・高精度 3D 道路情

報：路面、車線、

構造物 

 

・交通規制、道路

工事 

・気象予報 

・事故、渋滞、周

辺情報（歩行

者、信号） 

 

公共空間の

活用・ウォ

ーカブルな

まちづくり 

 

イベント開催者などが計

画時に使用しやすい公共

空間マップの提供。 

ウォーカブルなまちづく

りの計画の可視化、バリ

アフリールートや小型モ

ビリティ用ルートの可視

化などを行う。 

 

・建物（公共空間に

配置されている建

物（リアルなイメ

ージが必要となる

ためテクスチャ付

で屋根や窓も再

現）） 

・広場（テクスチャ

付で再現、段差を

表現） 

・構造物（公共空間

に配置されている

構造物をテクスチ
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ャ付で表現 

・ネットワーク（車

いす用通行可能箇

所、歩行者通行可

能箇所、小型モビ

リティ通行可能箇

所などのマシン向

けネットワーク情

報） 

 

5G アンテ

ナ設置設計 

 

通信会社がアンテナ基地

を設置するにあたり、ビ

ルや地形による影響を分

析。最適な配置となるよ

う設計に利用。 

 

・建物（３Ｄ建物、

高い建物で屋上に

伝搬遮断する可能

性がある設備が配

置されている場合

は、設備も３Ｄベ

クトルデータ化） 

・建物属性：5G 電波

の強さを分類して

付与・色分け表示 

 

・電波強度 

 

災害発生時

の被害査定

（民間サー

ビス） 

 

民間保険会社が、災害発

生前と後の３D 計測が可

能な画像データを利用

し、建物の被害査定を実

施。面積や体積から算

定。 

 

・建物（面積や体積

などの３D 計測が

可能な建物。被害

状況が分かりやす

いように、周辺地

形も含めた写真付

が望ましい。） 

・背景地図（写真付

きの広域地図） 

 

 

 

災害廃棄物

発生量シミ

ュレーショ

ン 

精緻な災害廃棄物発生量

のシミュレーションを実

施する。 

・建築物 

 

・災害外力データ

（震度、液状化

危険度、急傾斜

地崩壊危険度、

ャ付で表現 

・ネットワーク（車

いす用通行可能箇

所、歩行者通行可

能箇所、小型モビ

リティ通行可能箇

所などのマシン向

けネットワーク情

報） 

 

5G アンテ

ナ設置設計 

 

通信会社がアンテナ基地

を設置するにあたり、ビ

ルや地形による影響を分

析。最適な配置となるよ

う設計に利用。 

 

・建物（３Ｄ建物、

高い建物で屋上に

伝搬遮断する可能

性がある設備が配

置されている場合

は、設備も３Ｄベ

クトルデータ化） 

・建物属性：5G 電波

の強さを分類して

付与・色分け表示 

 

・電波強度 

 

災害発生時

の被害査定

（民間サー

ビス） 

 

民間保険会社が、災害発

生前と後の３D 計測が可

能な画像データを利用

し、建物の被害査定を実

施。面積や体積から算

定。 

 

・建物（面積や体積

などの３D 計測が

可能な建物。被害

状況が分かりやす

いように、周辺地

形も含めた写真付

が望ましい。） 

・背景地図（写真付

きの広域地図） 
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  津波浸水深、焼

失棟数） 

 

開発許可申

請 

 

開発許可手続きにおいて

判定に必要な情報を 3D

都市モデル上に集約し、

判断の自動化とオンライ

ン化により効率化する。 

 

・都市計画決定情報 

・災害リスク情報 

・道路（LOD2） 

 

・道路台帳要素 

・埋蔵文化財 

・消火栓 

 ほか 

 

ドローンや

市民協働に

よるインフ

ラ管理 

 

私有地にドローンが侵入

しないように制御し、目

視点検を効率化する。 

スマホ向けアプリによ

り、市民協働で画像収集

し、樹木情報を効率的に

収集する。 

 

・都市設備 

・植生（LOD2） 

 

 

 

工事車両の

交通シミュ

レーション 

 

工事車両ルートシミュレ

ーター。道路周辺地物へ

の干渉、生活圏への環境

影響を考慮。 

 

・都市設備 

・植生 

 

・点群（MMS デ

ータ） 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2023 年度更新  
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1．基本方針 1．基本方針 

（中略） （中略） 

（１）データ整備・更新の基本的な考え方 （１）データ整備・更新の基本的な考え方 

3D デジタルマップの整備・更新にあたっての基本的な考え方は次のとお

りとする。 

3D デジタルマップの整備・更新にあたっての基本的な考え方は次のとお

りとする。 

① 関連施策及びユースケース等から導き出された項目を対象とし、「都

市の 3D デジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」に定義す

る。 

① 関連施策及びユースケース等から導き出された項目を対象とし、「都

市の 3D デジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」に定義す

る。 

② 本要件定義書で定義するデータ製品仕様書（案）は、国土交通省都

市局「３D 都市モデル標準製品仕様書」を基本として作成する。関

連施策及びユースケース等の検討により東京都独自の定義が必要に

なる場合には、拡張製品仕様として定める。 

 

③ 対象エリア、対象項目、位置正確度、時間（鮮度）等を軸とし、よ

り多くの場面で利用が想定される共通基盤としてのデータ項目、特

定のユースケースで利用が想定されるデータ項目等を分類し、段階

的に整備する。 

② 対象エリア、対象項目、位置正確度、時間（鮮度）等を軸とし、よ

り多くの場面で利用が想定される共通基盤としてのデータ項目、特

定のユースケースで利用が想定されるデータ項目等を分類し、段階

的に整備する。 

④ 位置正確度は地図情報レベル 2500 を基本としつつ、ユースケースに

応じて必要となる位置正確度を変更して整備・更新する。 

③ 位置正確度は地図情報レベル 2500 を基本としつつ、ユースケースに

応じて必要となる位置正確度を変更して整備・更新する。 

⑤ 定期的な一括更新と合わせて、ユースケースによって高い更新頻度

が必要となる場合には部分更新することで最新性を維持する。 

④ 定期的な一括更新と合わせて、ユースケースによって高い更新頻度

が必要となる場合には部分更新することで最新性を維持する。 

⑥ 行政だけでなく、民間活力も視野に入れ、産学官連携により整備・

更新する。 

⑤ 行政だけでなく、民間活力も視野に入れ、産学官連携により整備・

更新する。 

⑦ 既存の製品、整備更新手法を採用するだけでなく、技術革新に応じ

た製品・手法等を随時取り込む。 

⑥ 既存の製品、整備更新手法を採用するだけでなく、技術革新に応じ

た製品・手法等を随時取り込む。 
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（２）３Ｄデジタルマップの種類と構成要素 （２）３Ｄデジタルマップの種類と構成要素 

3D デジタルマップには、幾何形状を表すものとして大きく分けてラスタ

形式とベクタ形式が存在する。ここでは、より広く都市の 3D デジタルマッ

プの構成要素として利用できる各種データを示す。 

3D デジタルマップには、幾何形状を表すものとして大きく分けてラスタ

形式とベクタ形式が存在する。ここでは、より広く都市の 3D デジタルマッ

プの構成要素として利用できる各種データを示す。 

  

表３-１ ３Ｄデジタルマップの構成要素 表３-１ ３Ｄデジタルマップの構成要素 
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種類 イメージ 座標次元 概要 
都市計画基本図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

建物、道路、付属物、水

部等の各種地物で構成さ

れる 2 次元の地形図。 

3D 地物を作成する際の

基本となる外形情報とし

て利用できる。 

 

土地利用現況調査 

 

 

 

2D 

 

土地利用、建物につい

て、現況調査した 2 次元

の GIS データ。建物は階

数や建物高の属性値を持

つ。3D 地物を作成する

際の基本となる形状、属

性情報として利用でき

る。 

 

道路台帳平面図 

 

 

 

2D 

 

道路を管理するための台

帳平面図。2 次元で整備

されており、道路内構造

物の平面位置に関する形

状や地物の種別や道路の

幅員などの属性情報とし

て利用することができ

る。 

 

空中写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

衛星や航空機で撮影した

写真画像。 

3D 地物の高さ情報や形

状などを取得するベース

データとして利用でき

る。 

３D 都市モデルのテクス

チャとしても利用するこ

とができる。 

種類 イメージ 座標次元 概要 
都市計画基本図 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

建物、道路、付属物、水

部等の各種地物で構成さ

れる 2 次元の地形図。 

3D 地物を作成する際の

基本となる外形情報とし

て利用できる。 

 

土地利用現況調査 

 

 

 

2D 

 

土地利用、建物につい

て、現況調査した 2 次元

の GIS データ。建物は階

数や建物高の属性値を持

つ。3D 地物を作成する

際の基本となる外形情報

及び属性情報として利用

できる。 

 

道路台帳平面図 

 

 

 

2D 

 

道路を管理するための台

帳平面図。2 次元で整備

されており、道路内構造

物の平面位置に関する形

状や地物の種別や道路の

幅員などの属性情報とし

て利用することができ

る。 

 

空中写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

衛星や航空機で撮影した

写真画像。 

3D 地物の高さ情報や形

状などを取得するベース

データとして利用でき

る。 

３D 都市モデルのテクス

チャとしても利用するこ

とができる。 
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点群 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

水平方向の座標及び高さ

情報を持つ 3 次元のポイ

ントデータのデータセッ

ト。 

外観を把握するためにそ

のまま利用する場合と、

ベクタ形式のデータを作

成するベースデータとし

て利用する場合がある。 

 

メッシュモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

点群データをもとに TIN

などのメッシュ形状で構

成するデータ。地物が分

かれていない。 

地形だけのモデルや建物

も含めた表層モデル等が

ある。 

 

3D 都市モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

建物、道路等の地物がセ

マンティック（意味のあ

る単位で分かれている）

な構造で作成されたベク

タ形式のデータ。 

 

BIM／CIM 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

建物やインフラ構造物の

詳細な部材を再現したベ

クタ形式のデータ。 

 

 

 

点群 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

水平方向の座標及び高さ

情報を持つ 3 次元のポイ

ントデータのデータセッ

ト。 

外観を把握するためにそ

のまま利用する場合と、

ベクタ形式のデータを作

成するベースデータとし

て利用する場合がある。 

 

メッシュモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

点群データをもとに TIN

などのメッシュ形状で構

成するデータ。地物が分

かれていない。 

地形だけのモデルや建物

も含めた表層モデル等が

ある。 

 

3D 都市モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

建物、道路等の地物がセ

マンティック（意味のあ

る単位で分かれている）

な構造で作成されたベク

タ形式のデータ。 

 

BIM／CIM 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

建物やインフラ構造物の

詳細な部材を再現したベ

クタ形式のデータ。 
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地形モデル 

 

 

 

2.5D 

 

航空レーザ測量や空中写

真測量により作成した地

形の標高データ（DEM：

Digital Elevation Model）

である。 

データ内容は、規定の格

子間隔で作成したラスタ

形式とポイントで再現し

たベクタ形式がある。 

 

属性 

 

 

 

－ 

 

－ 

 

建物や道路などの幾何形

状、メッシュ等に持たせ

ることができる主題デー

タ。 

 
 

地形モデル 

 

 

 

2.5D 

 

航空レーザ測量や空中写

真測量により作成した地

形の標高データ（DEM：

Digital Elevation Model）

である。 

データ内容は、規定の格

子間隔で作成したラスタ

形式とポイントで再現し

たベクタ形式がある。 

 

属性 

 

 

 

－ 

 

－ 

 

建物や道路などの幾何形

状、メッシュ等に持たせ

ることができる主題デー

タ。 
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（３）３Ｄデジタルマップの詳細度分類 （３）３Ｄデジタルマップの詳細度分類 

3Ｄデジタルマップは、CityGML に準拠し、LOD0～LOD4 の 5 段階の

詳細度に分類することを基本とし、想定ユースケースによって各 LOD 内で

の詳細度を拡張して使い分ける。LOD が高くなるにつれて、オブジェクト

の形状や対象もより具体的となり、現実空間に近いイメージを再現するこ

とが可能となる。 

3Ｄデジタルマップは、CityGML に準拠し、LOD0～LOD4 の 5 段階の

詳細度に分類することを基本とし、想定ユースケースによって各 LOD 内で

の詳細度を拡張して使い分ける。LOD が高くなるにつれて、オブジェクト

の形状や対象もより具体的となり、現実空間に近いイメージを再現するこ

とが可能となる。 

CityGML における詳細度の分類を下表に示す。 CityGML における詳細度の分類を下表に示す。 

  

表３-２ ３Ｄデジタルマップの詳細度分類 表３-２ ３Ｄデジタルマップの詳細度分類 
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特徴 

 

LOD0 

 

LOD1 

 

LOD2 

 

LOD3 

 

LOD4 

 

イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象範囲 広域、地域

地区 
地域地区、

市区町村 
市区町村、

拠点地区、

街区 

街区、施設 施設 

精度 

 

低い 

 

 

 

 

 

 

 

高い 

 

代表的な地

物表現 

建物付属

物 

 

なし 

 

なし 

 

あり 

 

概ねの外形 

 

実物どおり 

 

屋根 

 

外形 

 

フラット 

 

概ねの外形 

 

実物どおり 

 

実物どおり 

 

都市の付

属物 

 

点、線 

 

重要な対象 

 

概ねの外形 

 

実物どおり 

 

なし 

 

樹木 

 

点 

 

重要な対象 

 

簡略な外形 

 

概ねの外形 

 

なし 

 

植生被覆  

並木 

 

点、線 

 

広範囲な対

象 

 

中程度の対

象 

 

より狭い対

象 

 

なし 

 

道路 

 

線 

 

外形 

 

概ねの形状 

 

実物どおり 

 

なし 

 
 

特徴 

 

LOD0 

 

LOD1 

 

LOD2 

 

LOD3 

 

LOD4 

 

イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象範囲 広域、地域

地区 
地域地区、

市区町村 
市区町村、

拠点地区、

街区 

街区、施設 施設 

精度 

 

低い 

 

 

 

 

 

 

 

高い 

 

代表的な地

物表現 

建物付属

物 

 

なし 

 

なし 

 

あり 

 

概ねの外形 

 

実物どおり 

 

屋根 

 

外形 

 

フラット 

 

概ねの外形 

 

実物どおり 

 

実物どおり 

 

都市の付

属物 

 

なし 

 

重要な対象 

 

概ねの外形 

 

実物どおり 

 

実物どおり 

 

樹木 

 

なし 

 

重要な対象 

 

高木のみ 

 

高木のみ 

 

実物どおり 

 

植生被覆 

 

 

なし 

 

広範囲な対

象 

 

中程度の対

象 

 

より狭い対

象 

 

より狭い対

象 

 

道路 

 

線 

 

外形 

 

実物どおり 

 

実物どおり 

 

実物どおり 

 
 

 （出典：CityGML 2.0）  （出典：CityGML 2.0） 
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次に、各地物ごとの詳細度や主な取得内容を示す。 次に、各地物ごとの詳細度や主な取得内容を示す。 

建物では、LOD ごとに指定された地物型及びその空間属性を使用するこ

とで、さまざまな詳細度で記述することが可能となる。 

建物では、LOD ごとに指定された地物型及びその空間属性を使用するこ

とで、さまざまな詳細度で記述することが可能となる。 

  

表３-３ 建築物の LOD 表３-３ 建物の LOD 
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LOD1 

建物＋高さ情

報 

 

LOD2 

＋屋根情報 

 

LOD2+ 

＋開口部 

 

LOD3 

＋開口部 

 

LOD4 

＋室内 

 

 
建物外形の面

に一律の高さ

を付与する 

 

 
壁、屋根、バ

ルコニー等の

屋外の付属物

を取得する 

 

 
道路に面した

低層部分の開

口部（ドアや

窓）を取得す

る 

 
全ての開口部

を取得する 

 

 
BIM モデルか

らの変換また

は屋内測量に

よって取得す

る 
 

LOD1 

建物＋高さ情

報 

 

LOD2 

＋屋根情報 

 

LOD2+ 

＋開口部 

 

LOD3 

＋開口部 

 

LOD4 

＋室内 

 

 
建物外形の面

に一律の高さ

を付与する 

 

 
壁、屋根、バ

ルコニー等の

屋外の付属物

を取得する 

 

 
道路に面した

低層部分の開

口部（ドアや

窓）を取得す

る 

 
全ての開口部

を取得する 

 

 
BIM データか

ら屋内空間を

取得する 

 

 

新 旧 

道路は LOD に応じて、使用する地物型や幾何形状が異なるため、ユース

ケースなどの利用目的に応じた詳細度が必要となる。 

道路は LOD に応じて、使用する地物型や幾何形状が異なるため、ユース

ケースなどの利用目的に応じた詳細度が必要となる。 
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表３-４ 交通（道路）の LOD 表３-４ 道路の LOD 
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LOD1 LOD2 

 

 

 

 

道路の形状を面により表現する 

道路縁により囲まれた範囲を面として

取得 

道路交差部、道路構造、位置正確度や

取得方法が変わる場所で区切る 

高さは 0 とする 

 

 

 

 

 

道路縁により囲まれた範囲を面として

取得 

車道部、車道交差部、歩道部、島を面

として区分する 

 

 

高さは 0 とする 

 

LOD3.0 LOD3.1 LOD3.2 

 

高さ：横断方向に同一

（全て車道の高さ）とな

る 

区分：車道部、車道交差

部、歩道部及び島に区分

する 

 

 

高さ：横断方向に同一

（全て車道の高さ）とな

る 

区分：LOD3.0 の区分を

細分し、車道部のうち、

車線を区分する 

 

 

高さ：道路の横断方向に

存在する 15cm 以上の高

さの差を取得する 

区分：LOD3.1 の区分を

細分し、歩道部のうち、

植栽を区分する 

 

LOD3.3 

 

LOD3.4 

 

LOD3.＋ 

 

   

LOD1 LOD2 

 

幅員構成の分類なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

車道、歩道、分離帯 

 

 

を面として取得 

する 

航空写真から取得した３次元の道路中心

線の標高値をそれぞれの面に付与する。 

※車道と歩道の段差を表現しない 

※縦断方向の高さは異なり、横断方向で

ある車道、歩道、分離帯は同一の標高値

（中心線の高さ）を持つ。 

 

LOD3.0 

 

LOD3.1 

 

LOD3.2 

 

 

車道：詳細な 

道路構造に細分化する 

歩道：車道と歩道の段差

を表現しない 

 

 

 

車道：詳細な 

道路構造に細分化する 

歩道：車道と歩道の段差

を表現する 

 

 

 

車道：詳細な 

道路構造に細分化する 

歩道：歩道の切り下げを

表現する 

 

 



第 3 章 データ整備・更新要件 

~ 31 ~ 

 

新 旧 

 

高さ：道路の横断方向に

存在する 

2cm 以上の高さの差を取

得する 

区分：LOD3.1 の区分を

細分し、歩道部のうち、

植栽を区分する 

 

 

高さ：道路の横断方向に

存在する 

2cm 以上の高さの差を取

得する 

区分：LOD3.2 の区分を

細分する。細分はユース

ケースに応じて決定する 

 

 

高さ：道路の横断方向の

一律の高さまたは 15cm

以上の高さの差を取得す

る 

区分：LOD3.2 の区分を

細分する。細分はユース

ケースに応じて決定する 

 
 

  

  

都市設備は、LOD0 から LOD3.1 の 3D 都市モデルにおいて整備される

地物型であり、地物のあり方によって取得方法が異なる。 

都市設備は、LOD1 から LOD3 の 3D 都市モデルにおいて整備される地

物型であり、地物のあり方によって取得方法が異なる。 

  

表３-５ 各 LOD での都市設備の形状表現 表３-５ 各 LOD での都市設備の形状表現 

LOD0   

   

記号の表示位置を取

得する。 
中心位置を取得する 外形を面として取得する 

LOD1 LOD2 

詳細度 

 

LOD1 

 

LOD2 

 

LOD3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要 

 

 

占有している範囲

（面）に一律の高さ

を付与。 

ただし、路面標示、

マンホールのように

他の地物の面と一体

的な設備は面として

主要な部分の外形を

再現。 

 

主要な部分の外形を

より詳細に再現。 

他の施設との接続部

は不要とするが、必

要に応じて細部を補
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都市設備の外周の

上から外周の正射

影に地表からの一

律の高さを与えて

立ち上げた立体を

作成する。一律の

高さは、都市設備

の再考高さとす

る。 

路⾯標示やマンホ

ールのように、他

の地物の⾯と一体

として表現される

べきものは、都市

設備の外周に囲ま

れた⾯として表現

する。 

都市設備の主要な

部分について、上

方から見た外周の

形状が変化する高

さでの各外周を取

得し、それぞれの

外周の頂点をつな

いだ立体を作成す

る。 

都市設備の主要な

部分の外周を取得

する。 

外周を構成する各

頂点に、路⾯等こ

の都市設備が設置

されている地物の

高さを与える。 

 

LOD3 LOD3.1 

 

  

都市設備の外周を

取得する。その形

状は LOD2 よりも

詳細化される。 

外周を構成する各

頂点に、路⾯等こ

の都市設備が設置

されている地物の

高さを与える。 

都市設備の主要な

部分について、そ

れぞれの外形を構

成する特徴点※に

より作成した立

体。 

主要な部分同士の

接続部は表現不要

とする。 

※一定高さごとに

都市設備の主要な部分について、それぞ

れの外形を構成する特徴点※により作成

した立体。 

主要な部分同士の接続部を表現する。 

※一定高さごとに横断⾯を作成し、この

頂点を結び外形を構成する。 

取得。 

 

足。 

 

 

点 

 

 

 

 

 

 

線 

 

 

 

 

 

 

 

面 
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横断⾯を作成し、

この頂点を結び外

形を構成する。 

 

  

  

植生は、LOD0 から LOD3 の 3D 都市モデルにおいて整備される地物型

であり、単独木と植被に分類される。 

植生は、LOD1 から LOD3 の 3D 都市モデルにおいて整備される地物型

であり、単独木と植被に分類される。 
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並木、植樹、独立樹

（広葉樹）、独立樹

（針葉樹）は、記号の

表示位置の点情報を取

得する。 

田、はす田、畑、さと

うきび畑、パイナップ

ル畑、わさび畑、桑

畑、茶畑、果樹園、そ

の他の樹木畑、牧草

地、芝地、広葉樹林、

針葉樹林、竹林、荒

地、はい松地、しの地

（笹地）、やし科樹

林、湿地、砂れき地

（未分類）、砂地、れ

き地、干潟は、記号表

示位置又は記号代表点

を点情報で取得する。 

植生界（異なった植生の区
分）及び耕地界（同一する種
類の耕地の境で、一区画の短
辺が図上概ね 2.0 ㎝以上のも
のをいう）は、中心を取得す
る。 
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（４）データリソース要件（整備・更新手法の基本的な考え方） （４）データリソース要件（整備・更新手法の基本的な考え方） 

  

A）基本となる整備・更新手法 A）基本となる整備・更新手法 

 3D デジタルマップは、国家座標に整合させる手法で整備・更新するた

め、測量法第 34 条に基づく作業規程の準則に基づく方法とする。また、こ

れ以外に、国土地理院が公表する作業規程準則 17 条 3 項に規定される新し

い測量技術を用いた測量方法のマニュアルに基づく整備・更新も選択肢と

する。 

 3D デジタルマップは、国家座標に整合させる手法で整備・更新するた

め、測量法第 34 条に基づく作業規程の準則に基づく方法とする。また、こ

れ以外に、国土地理院が公表する作業規程準則 17 条 3 項に規定される新し

い測量技術を用いた測量方法のマニュアルに基づく整備・更新も選択肢と

する。 

  

＜作業規程準則 17 条 3 項に基づく国土地理院が定めるマニュアル（例）＞ ＜作業規程準則 17 条 3 項に基づく国土地理院が定めるマニュアル（例）＞ 

 三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案）（平成 31 年

3 月） 

 車載写真レーザ測量システムを用いた三次元点群測量マニュアル

（案）（令和元年 12 月） 

 マルチ GNSS 測量マニュアル（案）（令和２年６月）  航空レーザ測深機を用いた公共測量マニュアル（案）（平成 31 年 3

月） 

 LidarSLAM 技術を用いた公共測量マニュアル（案）（令和 5 年 9 月）  三次元点群データを使用した断面図作成マニュアル（案）（平成 31 年 3

月） 

  UAV 搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）（令和

２年３月） 

  マルチ GNSS 測量マニュアル（案）（令和２年６月） 

  電子基準点のみを既知点とした３級基準点測量マニュアル（案）（令和

3 年 6 月） 

  三次元データを取得するための作業マニュアル（素案）（令和 3 年 3

月） 
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B）整備・更新にかかる新技術の採用 B）整備・更新にかかる新技術の採用 

（中略） （中略） 

また、国土交通省では、建築分野の「BIM」、土木分野の「CIM」という

従来の概念を改め、地形や構造物等の 3 次元化全体を「BIM/CIM」として

整理し、BIM/CIM 活用ガイドライン（案）（令和 4 年 3 月 国土交通省）

を定めている。3D デジタルマップは、屋内、地下街や地下通路といった施

設や構造物も対象となることから、本ガイドラインとの整合も考慮し整

備・更新を行う。なお、本ガイドラインでは、本要件定義書で定めるデー

タ製品仕様書（CityGML に準拠）と異なった詳細度分類を採用しているた

め、データ整備・更新にあたっては、項目の整合に留意が必要である。 

また、国土交通省では、建築分野の「BIM」、土木分野の「CIM」という

従来の概念を改め、地形や構造物等の 3 次元化全体を「BIM/CIM」として

整理し、CIM 導入ガイドライン（案）（令和 2 年 3 月 国土交通省）を定め

ている。3D デジタルマップは、屋内、地下街や地下通路といった施設や構

造物も対象となることから、本ガイドラインとの整合も考慮し整備・更新

を行う。なお、本ガイドラインでは、本要件定義書で定めるデータ製品仕

様書（CityGML に準拠）と異なった詳細度分類を採用しているため、デー

タ整備・更新にあたっては、項目の整合に留意が必要である。 

  

＜建物（屋内外）・構造物に関するマニュアル（例）＞ ＜建物（屋内外）・構造物に関するマニュアル（例）＞ 

 建物三次元データ作成マニュアル（案）（平成 28 年 3 月 国土地理

院） 

 建物三次元データ作成マニュアル（案）（平成 28 年 3 月 国土地理

院） 

 3 次元屋内地理空間情報データ仕様書（案）（平成 30 年３月 国土地理

院） 

 3 次元屋内地理空間情報データ仕様書（案）（平成 30 年３月 国土地理

院） 

 階層別屋内地理空間情報データ仕様書（案）（平成 30 年 3 月 国土地

理院） 

 階層別屋内地理空間情報データ仕様書（案）（平成 30 年 3 月 国土地

理院） 

 BIM/CIM 活用ガイドライン（案）（令和 4 年 3 月 国土交通省）  CIM 導入ガイドライン（案）（令和 2 年 3 月 国土交通省） 

 3D 都市モデル整備のための BIM 活用マニュアル第 3.0 版（令和 5 年 3

月国土交通省） 

 3D 都市モデル整備のための BIM 活用マニュアル（令和 3 年 3 月国土

交通省） 

 3D 都市モデル整備のための測量マニュアル第 2.0 版（令和 5 年 4 月 国

土交通省） 
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C）公共・民間における既存データリソース C）公共・民間における既存データリソース 

3D デジタルマップの既存データリソースとして、公共が整備・提供する

ものとして国土交通省都市局が 2020 年～2022 年に整備している 3D 都市

モデル、国土地理院が提供する数値標高モデル（5m メッシュ DEM）等が

ある。また、複数の民間事業者が LOD1～LOD2 に該当する 3D デジタル

マップを整備・販売しており、都市の 3D デジタルマップを整備・更新する

ための有効なデータリソースとして入手可能な状況にある。 

3D デジタルマップの既存データリソースとして、公共が整備・提供する

ものとして国土交通省都市局が 2020 年度に整備した 3D 都市モデル、国土

地理院が提供する数値標高モデル（5m メッシュ DEM）等がある。また、

複数の民間事業者が LOD1～LOD2 に該当する 3D デジタルマップを整

備・販売しており、都市の 3D デジタルマップを整備・更新するための有効

なデータリソースとして入手可能な状況にある。 

  

  

表３-８ 既存のデータリソース（民間） 表３-８ 既存のデータリソース（民間） 
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（注）公共測量において、作業規程の準則に則った精度管理がなされてい

ないものについては、参考資料扱いでの使用となる。 
 

  

  

分類 既存データ 提供元

エリア
（■：全て/□：一部）

データ形式
（●：標準/○：変換可）

スペック

先行5地区 その他

C
ity

G
M

L

J
P
G

IS
 (

G
M

L
)

L
A
S

G
e
o
T
IF

F

T
X
T

s
h
a
p
e

F
B
X

3
D

S

O
B
J

S
K
P

S
T
L

D
X
F

G
e
o
P
D

F

品質基準
更新

サイクル西
新
宿

南
大
沢

都
心
部

ベ
イ
エ
リ
ア

島
し
ょ
地
域

そ
の
他
23

区

市
町
村

点群 PAREA LiDAR 国際抗葉（株） ■ ■ ■ □ □ ● ● ● ●

（水平）
±0.3m

（垂酉）
±0.15m

不定期

ラスタ
AW3D
高精細地形ﾃﾞｰﾀ

（株）NTTデータ
（一財）ﾘﾓｰﾄ･ｾﾝｼﾝｸﾞ
技術ｾﾝﾀｰ

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ●

（水平）
1-2mRMSE

（垂匡）
1-2mRMSE

乾時
（ｵｰﾀﾞﾒｲﾄﾞ）

ベクタ
AW3D
ﾋﾞﾙﾃｨﾝｸﾞ3Dﾃﾞｰﾀ

（株）NTTデータ
（一財）ﾘﾓｰﾄ･ｾﾝｼﾝｸﾞ
技術ｾﾝﾀｰ

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ●

（水平）
2mRMSE

（垂匡）
1-2mRMSE

乾時
（ｵｰﾀﾞﾒｲﾄﾞ）

ベクタ 3D都市モデルデータ （株）ゼンリン ■ ■ ■ □ ● ● ○ ○ ○ ○ ー
都市部は毎年
その他は2~5

年

ベクタ
広域3次元モデル
データ

（株）ゼンリン ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ● ● ○ ○ ○ ー ー

ベクタ REAL 3DMAP （株）キャドセンター ■ ■ ■ ■ ○ ●

（水平）
ー

（垂匡）
±0.5m

ランドマークの
み毎年更新

その他は不定期

ラスタ
HxGNコンテントプロ
グラム
オルソ画像

ライカジオシステムズ
（株）

■ ■ ■ ■ ●
地上解像度

7.5cm
毎年更新※

※契約による

点群
HxGNコンテントプロ
グラム
LiDAR点群

ライカジオシステムズ
（株）

■ ■ ■ ■ ● 30点/ m2
毎年更新※

※契約による

ベクタ
HxGNコンテントプロ
グラム
3D都市モデル

ライカジオシステムズ
（株）

■ ■ ■ ■ ● ● LOD2
毎年更新※

※契約による

ラスタ
Vexcel UrbanArea
DSM

VEXCEL DATA 
PROGRAM

■ ■ ■ ■ ●
地上解像度

7.5cm
未定

ラスタ
Vexcel UrbanArea
True Ortho画像

VEXCEL DATA 
PROGRAM

■ ■ ■ ■ ●
地上解像度

7.5cm
未定

ラスタ
Vexcel UrbanArea
Oblique画像

VEXCEL DATA 
PROGRAM

■ ■ ■ ■ ●
地上解像度

7.5cm
未定

分類 既存データ 提供元

エリア
（■：全て/□：一部）

データ形式
（●：標準/○：変換可）

スペック

先行5地区 その他

C
ity

G
M

L

J
P
G

IS
 (

G
M

L
)

L
A
S

G
e
o
T
IF

F

T
X
T

s
h
a
p
e

F
B
X

3
D

S

O
B
J

S
K
P

S
T
L

D
X
F

G
e
o
P
D

F

品質基準
更新

サイクル西
新
宿

南
大
沢

都
心
部

ベ
イ
エ
リ
ア

島
し
ょ
地
域

そ
の
他
23

区

市
町
村

点群 PAREA LiDAR 国際抗葉（株） ■ ■ ■ □ □ ● ● ● ●

（水平）
±0.3m

（垂酉）
±0.15m

不定期

ラスタ
AW3D
高精細地形ﾃﾞｰﾀ

（株）NTTデータ
（一財）ﾘﾓｰﾄ･ｾﾝｼﾝｸﾞ
技術ｾﾝﾀｰ

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ●

（水平）
1-2mRMSE

（垂匡）
1-2mRMSE

乾時
（ｵｰﾀﾞﾒｲﾄﾞ）

ベクタ
AW3D
ﾋﾞﾙﾃｨﾝｸﾞ3Dﾃﾞｰﾀ

（株）NTTデータ
（一財）ﾘﾓｰﾄ･ｾﾝｼﾝｸﾞ
技術ｾﾝﾀｰ

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ●

（水平）
2mRMSE

（垂匡）
1-2mRMSE

乾時
（ｵｰﾀﾞﾒｲﾄﾞ）

ベクタ 3D都市モデルデータ （株）ゼンリン ■ ■ ■ □ ● ● ○ ○ ○ ○ ー
都市部は毎年
その他は2~5

年

ベクタ
広域3次元モデル
データ

（株）ゼンリン ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ● ● ○ ○ ○ ー ー

ベクタ REAL 3DMAP （株）キャドセンター ■ ■ ■ ■ ○ ●

（水平）
ー

（垂匡）
±0.5m

ランドマークの
み毎年更新

その他は不定期

ラスタ
HxGNコンテントプロ
グラム
オルソ画像

ライカジオシステムズ
（株）

■ ■ ■ ■ ●
地上解像度

7.5cm
毎年更新※

※契約による

点群
HxGNコンテントプロ
グラム
LiDAR点群

ライカジオシステムズ
（株）

■ ■ ■ ■ ● 30点/ m2
毎年更新※

※契約による

ベクタ
HxGNコンテントプロ
グラム
3D都市モデル

ライカジオシステムズ
（株）

■ ■ ■ ■ ● ● LOD2
毎年更新※

※契約による

ラスタ
Vexcel UrbanArea
DSM

VEXCEL DATA 
PROGRAM

■ ■ ■ ■ ●
地上解像度

7.5cm
未定

ラスタ
Vexcel UrbanArea
True Ortho画像

VEXCEL DATA 
PROGRAM

■ ■ ■ ■ ●
地上解像度

7.5cm
未定

ラスタ
Vexcel UrbanArea
Oblique画像

VEXCEL DATA 
PROGRAM

■ ■ ■ ■ ●
地上解像度

7.5cm
未定
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D）パーソナルデータの取り扱い D）パーソナルデータの取り扱い 

様々な機器や計測手法を用いて 3D デジタルマップを整備・更新すること

になるが、成果データにパーソナルデータが含まれているか否かを確認す

ることが重要である。「東京データプラットフォーム規約案 1.2」において

は、東京データプラットフォーム上で流通するデータにパーソナルデータ

等が含まれていない場合にはこれを表明し、保証しなければならないとし

ている。また、パーソナルデータ等が含まれる場合は、あらかじめ同意を

取得することが求められている。 

様々な機器や計測手法を用いて 3D デジタルマップを整備・更新すること

になるが、成果データにパーソナルデータが含まれているか否かを確認す

ることが重要である。「東京データプラットフォーム規約（素案）」におい

ては、東京データプラットフォーム上で流通するデータにパーソナルデー

タ等が含まれていない場合にはこれを表明し、保証しなければならないと

している。また、パーソナルデータ等が含まれる場合は、あらかじめ同意

を取得することが求められている。 

（中略） （中略） 
続いて、パーソナルデータおよび個人情報の取り扱いと同様に、３Ｄデ

ジタルマップの対象である土地や建物をデータ化する際には、防犯上の観

点からも配慮が必要である。特に高いレベルのセキュリティが要求される

施設については施設の敷地範囲が防犯上の配慮が必要となるエリアとなり

うるため、データ化の可否やデータ化した際の機密保持、セキュリティ確

保の観点からの配慮が必要になると考えられる。また、地下通路のように

施設内で近距離から撮影・計測する場合、画像や点群からテナントの意匠

や商標を識別できる可能性がある。知的財産権等については「東京都デー

タプラットフォーム 規約案 1.2」においても譲渡、移転、利用許諾を意味す

るものではないと定めているが、公開にあたっては施設管理者の意思を慎

重に確認する必要がある。 

続いて、パーソナルデータおよび個人情報の取り扱いと同様に、３Ｄデ

ジタルマップの対象である土地や建物をデータ化する際には、防犯上の観

点からも配慮が必要である。特に高いレベルのセキュリティが要求される

施設については施設の敷地範囲が防犯上の配慮が必要となるエリアとなり

うるため、データ化の可否やデータ化した際の機密保持、セキュリティ確

保の観点からの配慮が必要になると考えられる。 

下記に、3D デジタルマップの整備・更新のための代表的なデータ取得手

法とパーソナルデータを含む可能性の有無を例示する。 

下記に、3D デジタルマップの整備・更新のための代表的なデータ取得手

法とパーソナルデータを含む可能性の有無を例示する。 

  

表３-９ データ取得におけるパーソナルデータの有無（例） 表３９ データ取得におけるパーソナルデータの有無（例） 
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データリソ
ース 

イメージ 取得内容  パーソナルデータの有無 

空中写真 
航空レーザ
計測 
オブリーク
撮影 

 

 

 

■取得方法 
700ｍ以上の上空
から真下または斜
め方向のデータ取
得 
■画像解像度・点
群密度 
画像：5ｃｍ～40
ｃｍ 
点群：1 点/㎡～
36 点/㎡ 

 

無 

 

■画像データ 
高解像度画像（5cm）で
あってもパーソナルデー
タに該当しない。 
※参考：地理空間情報の
活用における個人情報の
取り扱いに関するガイド
ライン（測量成果等編） 
平成 23 年 9 月 測量行政
懇談会 P11 
■点群データ 
航空レーザ計測の点密度
ではパーソナルデータに
該当しない。 

 

UAV 写真 
UAV レー
ザ計測 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

■取得方法 
30ｍ～150ｍ程度
の上空から真下ま
たは斜め方向のデ
ータ取得 
■画像解像度・点
群密度 
画像：0.5ｃｍ～3
ｃｍ 
点群：100 点/㎡
～800 点/㎡ 
 

 

無 

 

■画像データ 
UAV 画像は上空から地
表面に向けて撮影を行う
ため、パーソナルデータ
に該当しない。ただし、
上空を見るなど顔判読が
可能な場合はパーソナル
データに該当する可能性
があるため、顔周辺の画
像を粗くするなど画像処
理をすることでパーソナ
ルデータを除去すること
ができる。 
■点群データ 
UAV レーザ計測の点密
度ではパーソナルデータ
に該当しない。 

 

MMS 写真 
MMS レー
ザ計測 

 
 
 

■取得方法 
車の天井上から横
方向及び斜め方向

無 

 

■画像データ 
MMS では人の顔が明確
に判断できる解像度で撮

データリソ
ース 

イメージ 取得内容  パーソナルデータの有無 

空中写真 
航空レーザ
計測 
オブリーク
撮影 

 

 

 

■取得方法 
700ｍ以上の上空
から真下または斜
め方向のデータ取
得 
■画像解像度・点
群密度 
画像：5ｃｍ～40
ｃｍ 
点群：1 点/㎡～
36 点/㎡ 

 

無 

 

■画像データ 
高解像度画像（5cm）で
あってもパーソナルデー
タに該当しない。 
※参考：地理空間情報の
活用における個人情報の
取り扱いに関するガイド
ライン（測量成果等編） 
平成 23 年 9 月 測量行政
懇談会 P11 
■点群データ 
航空レーザ計測の点密度
ではパーソナルデータに
該当しない。 

 

UAV 写真 
UAV レー
ザ計測 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

■取得方法 
30ｍ～150ｍ程度
の上空から真下ま
たは斜め方向のデ
ータ取得 
■画像解像度・点
群密度 
画像：0.5ｃｍ～3
ｃｍ 
点群：100 点/㎡
～800 点/㎡ 
 

 

無 

 

■画像データ 
UAV 画像は上空から地
表面に向けて撮影を行う
ため、パーソナルデータ
に該当しない。ただし、
上空を見るなど顔判読が
可能な場合はパーソナル
データに該当する可能性
があるため、顔周辺の画
像を粗くするなど画像処
理をすることでパーソナ
ルデータを除去すること
ができる。 
■点群データ 
UAV レーザ計測の点密
度ではパーソナルデータ
に該当しない。 

 

MMS 写真 
MMS レー
ザ計測 

 
 
 

■取得方法 
車の天井上から横
方向及び斜め方向

無 

 

■画像データ 
MMS では人の顔が明確
に判断できる解像度で撮



第 3 章 データ整備・更新要件 

~ 41 ~ 

 

新 旧 

  
 
 
 
 
 
 

 

のデータ取得 
■画像解像度・点
群密度 
画像：0.5ｃｍ～3
ｃｍ 
点群：400 点/㎡
～800 点/㎡ 
 

 

影できるため、パーソナ
ルデータに該当する可能
性がある。顔周辺の画像
を粗くするなど画像処理
をすることでパーソナル
データを除去することが
できる。 
■点群データ 
MMS レーザ計測の点密
度ではパーソナルデータ
に該当しない。 

 

移動体写
真・レーザ
計測 
（手持ち
型・台車
型・バック
パック型） 

 

 

 

■取得方法 
人とほぼ同じ目線
位置から横方向及
び斜め方向のデー
タ取得 
■解像度 
画像：0.5ｃｍ～2
ｃｍ 
点群：400 点/㎡
～1600 点/㎡ 
 

 

無 

 

■画像データ 
手持ち型・台車型・バッ
クパック型計測では人の
顔が明確に判断できる解
像度で撮影できるため、
パーソナルデータに該当
する可能性がある。顔周
辺の画像を粗くするなど
画像処理をすることでパ
ーソナルデータを除去す
ることができる。 
■点群データ 
手持ち型・台車型・バッ
クパック型計測の点密度
ではパーソナルデータに
該当しない。 
 

 
 

  
 
 
 
 
 
 

 

のデータ取得 
■画像解像度・点
群密度 
画像：0.5ｃｍ～3
ｃｍ 
点群：400 点/㎡
～800 点/㎡ 
 

 

影できるため、パーソナ
ルデータに該当する可能
性がある。顔周辺の画像
を粗くするなど画像処理
をすることでパーソナル
データを除去することが
できる。 
■点群データ 
MMS レーザ計測の点密
度ではパーソナルデータ
に該当しない。 

 

移動体写
真・レーザ
計測 
（台車型、
バックパッ
ク型） 

 

 

 

■取得方法 
人とほぼ同じ目線
位置から横方向及
び斜め方向のデー
タ取得 
■解像度 
画像：0.5ｃｍ～2
ｃｍ 
点群：400 点/㎡
～1600 点/㎡ 
 

 

無 

 

■画像データ 
手持ち型・台車型計測で
は人の顔が明確に判断で
きる解像度で撮影できる
ため、パーソナルデータ
に該当する可能性があ
る。顔周辺の画像を粗く
するなど画像処理をする
ことでパーソナルデータ
を除去することができ
る。 
■点群データ 
手持ち型・台車型計測の
点密度ではパーソナルデ
ータに該当しない。 
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表３-１０ データリソースにおける防犯・プライバシー等 オープンデー

タの事例 

表３-１０ データリソースにおける防犯・プライバシー等 オープンデー

タの事例 
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データリソ
ース 

 

イメージ 

 

防犯・プライバシー等 

 

オープンデータの事例 

 

空中写真 
航空レーザ
計測 
オブリーク
撮影 

 

 

 

■画像データ 
自治体によっては、解像
度 20cm 以下の高解像度
画像は個人情報及びプラ
イバシーの配慮が必要と
されている場合があり注
意が必要である。 
オブリーク撮影による斜
め方向の画像は高層階の
ベランダ等も視認できる
可能性が高いため防犯や
プライバシーの注意が必
要である。 
■点群データ 
航空レーザ計測の点密度
では防犯・プライバシー
に該当する情報は取得で
きない。 

 

■画像データ 
オルソ画像等はオープン
データの事例はあるが、
航空写真は商用販売の事
例が多く、オープンデー
タの事例はない。 
■点群データ 
G 空間情報センター、静
岡県等でオープンデータ
の事例がある。 

 

UAV 写真 
UAV レー
ザ計測  

 

 

 

■画像データ 
宅地での撮影は防犯やプ
ライバシーの観点で注意
が必要である。 
■点群データ 
UAV レーザ計測の点密
度では防犯・プライバシ
ーに該当する情報は取得
できない。 

 

■画像データ 
オープンデータの事例は
ない。 
■点群データ 
G 空間情報センター、静
岡県等でオープンデータ
の事例あり（災害時のデ
ータ） 

 

MMS 写真 
MMS レー
ザ計測 

 

 

 

■画像データ 
MMS のカメラは、人の
目線より高い箇所に取り
付けられている。塀の内
側など人の目で見えない

■画像データ 
商用販売の事例が多くオ
ープンデータの事例はな
い 
■点群データ 

データリソ
ース 

 

イメージ 

 

防犯・プライバシー等 

 

オープンデータの事例 

 

空中写真 
航空レーザ
計測 
オブリーク
撮影 

 

 

 

■画像データ 
自治体によっては、解像
度 20cm 以下の高解像度
画像は個人情報及びプラ
イバシーの配慮が必要と
されている場合があり注
意が必要である。 
オブリーク撮影による斜
め方向の画像は高層階の
ベランダ等も視認できる
可能性が高いため防犯や
プライバシーの注意が必
要である。 
■点群データ 
航空レーザ計測の点密度
では防犯・プライバシー
に該当する情報は取得で
きない。 

 

■画像データ 
オルソ画像等はオープン
データの事例はあるが、
航空写真は商用販売の事
例が多く、オープンデー
タの事例はない。 
■点群データ 
G 空間情報センター、静
岡県等でオープンデータ
の事例がある。 

 

UAV 写真 
UAV レー
ザ計測  

 

 

 

■画像データ 
宅地での撮影は防犯やプ
ライバシーの観点で注意
が必要である。 
■点群データ 
UAV レーザ計測の点密
度では防犯・プライバシ
ーに該当する情報は取得
できない。 

 

■画像データ 
オープンデータの事例は
ない。 
■点群データ 
G 空間情報センター、静
岡県等でオープンデータ
の事例あり（災害時のデ
ータ） 

 

MMS 写真 
MMS レー
ザ計測 

 

 

 

■画像データ 
MMS のカメラは、人の
目線より高い箇所に取り
付けられている。塀の内
側など人の目で見えない

■画像データ 
商用販売の事例が多くオ
ープンデータの事例はな
い 
■点群データ 
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ものが見える可能性があ
り注意が必要である。ま
た、防犯カメラなども確
認できることから、公開
にあたっては留意する必
要がある。 
■点群データ 
MMS レーザ計測の点密
度では防犯・プライバシ
ーに該当する情報は取得
できない。 

 

G 空間情報センターでオ
ープンデータの事例あり 

 

移動体写
真・レーザ
計測 
（手持ち
型・台車
型・バック
パック型） 

 

 

 

■画像データ 
歩道・地下道・屋内を計
測する機器で人の目線又
は数十 cm 程度高い位置
にカメラが取り付けられ
ている。防犯カメラなど
も確認できることから、
公開にあたっては留意す
る必要がある。 
■点群データ 
手持ち型・台車型・バッ
クパック型のレーザ計測
の点密度では防犯・プラ
イバシーに該当する情報
は取得できない。 
 
 

 

■画像 
オープンデータの事例は
ない 
■点群 
G 空間情報センターでオ
ープンデータの事例あり
（公共的フロアの計測デ
ータ） 

 

 

ものが見える可能性があ
り注意が必要である。ま
た、防犯カメラなども確
認できることから、公開
にあたっては留意する必
要がある。 
■点群データ 
MMS レーザ計測の点密
度では防犯・プライバシ
ーに該当する情報は取得
できない。 

 

G 空間情報センターでオ
ープンデータの事例あり 

 

移動体写
真・レーザ
計測 
（台車型、
バックパッ
ク型） 

 

 

 

■画像データ 
歩道・地下道・屋内を計
測する機器で人の目線又
は数十 cm 程度高い位置
にカメラが取り付けられ
ている。防犯カメラなど
も確認できることから、
公開にあたっては留意す
る必要がある。 
■点群データ 
手持ち型・台車型レーザ
計測の点密度では防犯・
プライバシーに該当する
情報は取得できない。 
 
 

 

■画像 
オープンデータの事例は
ない 
■点群 
G 空間情報センターでオ
ープンデータの事例あり
（公共的フロアの計測デ
ータ） 
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（５）整備・更新のスケールイメージ （５）整備・更新のスケールイメージ 

  

C) エリア展開と重点整備について C) エリア展開と重点整備について 

（中略） （中略） 
広域的には、都内全域で基礎的な社会的共通資本として社会的厚生の公

平性・公正性確保の観点から、LOD1 として整備・更新するとともに、都

市機能の高度な集積等が進む都市再生緊急整備地域や都市開発諸制度拠点

地区を対象に重点エリアを設定し、「エリア LOD2」として実装する。な

お、重点エリア外のランドマーク等について、利用者からのフィードバッ

クにより部分更新で対応する仕組みも、将来的に検討する。 

広域的には、都内全域で基礎的な社会的共通資本として社会的厚生の公

平性・公正性確保の観点から、LOD1 として整備・更新するとともに、都

市機能の高度な集積等が進む都市再生緊急整備地域や都市開発諸制度拠点

地区を対象に重点エリアを設定し、「エリア LOD2」として実装する。 

  

  

図３-３ エリア LOD 設定の考え方 図３-３ エリア LOD 設定の考え方 
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図３-５ エリア LOD2 における重点整備のイメージ 図３-５ エリア LOD2 における重点整備のイメージ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

デジタルツインを活用した水害シミュレーション
（幹線道路：LOD3.0~+建物：LOD2.0~）

帰宅困難者対策やバリアフリー・人流シミュレーション
（地下空間モデル）

歩行者中心の道路交通ネットワーク検討
（道路：LOD3.2+建物低層部のみ：LOD2.1）

次世代モビリティの検討
（道路：LOD3.3）

道路空間のリメイク
都市空間の利活用やにぎわい創出を検討
（道路：LOD3.3+建物低層部のみ+LOD2.1）

LOD3.2：沿道のにぎわい

LOD3.1：自動車の沿道利用等に対応した道路

LOD3.0：にぎわいのある歩行者中心の道路
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（６）データ製品仕様書の継続的な見直し （６）データ製品仕様書の継続的な見直し 

  

 本データ製品仕様書（案）は、国土交通省「3D 都市モデル標準製品仕様

書（2023 年 12 月版）」を基本とし、その他に必要となる地物・属性を拡張

して作成しているが、3D 都市モデル標準製品仕様自体が改定を続けている

こと、また、今後のユースケース実証等を通じて必要となる地物・属性が

増えることが見込まれることから、これらの動向を踏まえて継続的に見直

しを行うものとする。 

 本データ製品仕様書（案）は、国土交通省「3D 都市モデルのための標準

製品仕様（2021 年 1 月版）」を基本とし、その他に必要となる地物・属性

を拡張して作成しているが、3D 都市モデルのための標準製品仕様自体が改

定を続けていること、また、今後のユースケース実証等を通じて必要とな

る地物・属性が増えることが見込まれることから、これらの動向を踏まえ

て継続的に見直しを行うものとする。 
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2．想定ユースケースからのデータ項目整理 2．想定ユースケースからのデータ項目整理 

（１）想定ユースケースからのデータ項目整理 （１）想定ユースケースからのデータ項目整理 

第 2 章に示した業務要件（想定ユースケース）から、3D デジタルマップ

として必要となる主要なデータ項目を抽出・整理した。 

第 2 章に示した業務要件（想定ユースケース）から、3D デジタルマップ

として必要となる主要なデータ項目を抽出・整理した。 

  

表３-１１ 想定ユースケースからのデータ項目整理 表３-１１ 想定ユースケースからのデータ項目整理 

 

 

◎必須、〇必要に応じ ※着色部分：多くのユースケースで利用が想定される地物・取

得項目 
◎必須、〇必要に応じ ※着色部分：多くのユースケースで利用が想定される地物・取

得項目 

  

  

  

都市計画・

都市再生・景観
インフラ維持管理

浸水シミュレーション

の可視化

密を回避する

ための人流解析

モビリティ・

自動運転支援

まちなか

ウォーカブル・

バリアフリー

ロボティクス

空中写真、地形図 ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ 〇

点群・メッシュモデル 〇 ○ ◎ 〇 ◎
高さ情報・階数情報 ◎ ◎ ◎ 〇 〇 〇 〇

概観（点群／写真） ○ ○ ○ ○ ○

外形 ◎ ◎ ◎ 〇 〇

建築物部分（低層・高層） ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎

建築物付属物 〇 〇 〇 ◎ ◎
屋根面 〇 〇

壁面 〇 〇 〇

接地面 〇

外部床面 〇 〇 〇

外部天井面 〇 〇 〇

閉鎖面 〇 ○ ○ ○ ◎
窓 〇

扉 〇 ◎ ○ ◎

部屋 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

屋内設備 ◎ ◎

屋内付属物 ◎ ◎

階層 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
屋内ネットワーク ○ ◎ 〇

道路部分 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

概観（点群／写真） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

交通領域 〇 〇 ◎ ◎ 〇

交通補助領域 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
道路要素 〇 ◎ ○ ◎ ○ ◎
線形 ○ ○ ○ ○ ○

交通ネットワーク ○ ○

橋梁部分 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
トンネル部分 ○ ○

標識、信号機、サイネージ他 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
管路及び設備 ◎

○ ◎ ○

単独木、植被 ○ ○

地形の凹凸 ○ ○ ○

区域区分/地域地区等 〇 ○ ○

◎ 〇 ○ ○

植生

地形

都市計画決定情報

土地利用

建築物

屋外

橋梁

トンネル

都市設備

道路

地下埋設物

水部

高さ

屋内

地物分類 取得項目

ユースケース

ベースマップ
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（２）都市空間の構成要素とリメイク・利活用促進に向けたモデ

ル充実化 

（２）都市空間の構成要素とリメイク・利活用促進に向けたモデ

ル充実化 

（中略） （中略） 

表３-１２ 想定ユースケースからのデータ項目整理 表３-１２ 想定ユースケースからのデータ項目整理 

  

  

  

  

  

  

交通施設 植生

車道部 歩道部

車線,側

帯,路肩

歩道,自

転車道

区画線,

停止線

横断歩

道
上屋

地下出

入り口

都市計画（建物用途現況） 都内全域 ○ ◯ ● ● ● ● ● ●

人口分析等の政策検討 都内全域 ○ ◯ ● ● ● ●

5Gアンテナ設置設計 重点エリア ◎ ◯ ● ●

都市計画（高度地区制限） 重点エリア ◎ ◯ ● ● ● ● ●

災害発生時の被害査定（民間サービ

ス）
重点エリア ◎ ◯ ● ● ● ● ● ● ● ●

再生可能エネルギーポテンシャルシミュ

レーション
重点エリア ◎ ◯ ◎ ● ● ●

都市活動の見える化・モニタリング 都内全域 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

都市空間変遷可視化 都内全域 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

浸水シミュレーション（時間別） 都内全域 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

密を回避するための人流解析 重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

帰宅困難者の避難誘導分析 重点エリア ○,◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

地下埋設物管理 重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ●

浸水シミュレーション（地下街含めた

内水氾濫）
重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

浸水シミュレーション（外水氾濫（津

波・高潮））
重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

図上訓練でのICT活用 重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ●

スマートプランニング 重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

災害発生時の被害情報・地形変化の

可視化・通行可能ルート可視化
重点エリア ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ● ●

都市施設管理 重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎,◎ ● ● ● ● ● ●

モビリティ・自動運転支援 重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎,◎ ● ● ●

都市開発・景観シミュレーション 重点エリア ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎,◎ ● ● ● ●

公共空間の活用・ウォーカブルなまちづ

くり
重点エリア ◎,◎ ◎,◎ ◎,◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎,◎ ● ● ● ● ● ● ●

◯はLOD1で実施できるもの、◎はLOD2以上が必要なもの ●は必要な属性情報

赤文字は、より詳細が求められる地物（建物LOD2.5以上、道路LOD3以上） 灰色セルは必須ではないが、あると活用が広がるもの

灰色セルは必須ではないが、あると活用が広がるもの

道路標示 階段,エレ

ベータ,エ

スカレータ

柵・壁 面積 用途 階数 構造

都市設備

延床

面積
高さ

道路標

識(案内

標識等),

交通信

ユースケース エリアLOD 建物

道路 都市設備・植栽

交通領域

地下空

間

単独木,

植被

建造物

属性情報の必要性

建築

面積

土地利用 建物用途

用途
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3．地物・属性定義 3．地物・属性定義 

（１）地物の定義  

想定ユースケースで必要となるデータ項目を体系的に整理し、3D 都市モ

デルにかかわる各種標準仕様を参照のうえ地物及び属性を定義した。下記

に地物一覧を示す。地物及び属性定義の詳細は、「付属資料１ 都市の３Ｄ

デジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」を参照。 

想定ユースケースで必要となるデータ項目を体系的に整理し、3D 都市モ

デルにかかわる各種標準仕様を参照のうえ地物及び属性を定義した。下記

に地物一覧を示す。地物及び属性定義の詳細は、「付属資料１ 都市の３Ｄ

デジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」を参照。 

  

表３-１４ 都市の３Ｄデジタルマップ 地物一覧 表３-１４ 都市の３Ｄデジタルマップ 地物一覧 
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定義する地物 LOD 

座標値の次元 地物 

 

適用対象 

 

LOD0 

 

LOD1 

 

LOD2 

 

LOD3 

 

LOD4 

 

建築物 

 

広域で建物表現を行う場

合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

  

 

建築物

部分 

 

1 つの建物が高層階と低

層階に分かれているよう

な場合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

建築物

付属物 

 

屋外の階段やバルコニ

ー、ペデストリアンデッ

キなど必要な場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

屋根面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

壁面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

接地面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

外部床

面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

外部天

井面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

閉鎖面 

 
建物外形の細部が必要な

場合、建物以外でも開口
  

〇 

 

〇 

 

〇 

 
3D 

定義する地物 LOD 
座標値の次元 

 
地物 

 

適用対象 

 

LOD0 

 

LOD1 

 

LOD2 

 

LOD3 

 

LOD4 

 

建築物 

 

広域で建物表現を行う場

合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

  

 

建築物

部分 

 

1 つの建物が高層階と低

層階に分かれているよう

な場合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

建築物

付属物 

 

屋外の階段やバルコニ

ー、ペデストリアンデッ

キなど必要な場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

屋根面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

壁面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

接地面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

外部床

面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

外部天

井面 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

閉鎖面 

 

建物外形の細部が必要な

場合、建物以外でも開口

部を閉じたい場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

窓 建物外形の細部が必要な

場合   〇 〇  3D 
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部を閉じたい場合 

 
   

窓 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇※ 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

扉 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇※ 

 

〇 

 

〇 

 

3D 

 

部屋 

 

屋内空間の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

3D 

 

屋内設

備 

 

屋内空間の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

3D 

 

屋内付

属物 

 

屋内空間の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

3D 

 

階層 

 

屋内空間の階層が必要な

場合 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

屋内ネ

ットワ

ーク 

 

屋内ナビゲーションが必

要な場合 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

都市設備 

 

道路標識や信号機、デジ

タルサイネージ等の付属

物を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

汎用都市オ

ブジェクト 

 

CityGML に定義されて

いない地物を作成したい

場合 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

        

扉 

 

建物外形の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

部屋 

 

屋内空間の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

3D 

 

屋内設

備 

 

屋内空間の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

3D 

 

屋内付

属物 

 

屋内空間の細部が必要な

場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 

 

3D 

 

階層 

 

屋内空間の階層が必要な

場合 

 

〇 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

屋内ネ

ットワ

ーク 

 

屋内ナビゲーションが必

要な場合 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

都市設備 

 

道路標識や信号機、デジ

タルサイネージ等の付属

物を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

汎用都市オ

ブジェクト 

 

CityGML に定義されて

いない地物を作成したい

場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

 

 

土砂災

害警戒

区域 

 

土砂災害警戒区域を表現

する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

土地利用 

 

土地の利用の状態および

仕方を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 
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土砂災

害警戒

区域 

 

土砂災害警戒区域を表現

する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

土地利用 

 

土地の利用の状態および

仕方を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

地形 

 

地形の凹凸を表現する場

合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

 

 

Breakline

Relief 

 

線の集まりにより地形の

起伏を表現する場合 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

 

 

TINRelie

f 

 

三角形の集まりにより地

形の起伏を表現する場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

MassPoi

ntRelief 

 

点の集まりにより地形の

起伏を表現する場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

3D 

 

交通（道

路） 

 

一般交通の用に供する場

所を表現する場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

  

 

交通領域 

 

道路内の車両や人が通行

できる領域が必要な場合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

交通補助

領域 

 

道路内の車両や人が通行

できない領域が必要な場

合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

地形 

 

地形の凹凸を表現する場

合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TINRelie

f 

 

三角形の集まりにより地

形の起伏を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

MassPoi

ntRelief 

 

点の集まりにより地形の

起伏を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

3D 

 

道路 

 

一般交通の用に供する場

所を表現する場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

  

 

交通領域 

 

道路内の車両や人が通行

できる領域が必要な場合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

交通補助

領域 

 

道路内の車両や人が通行

できない領域が必要な場

合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

道路要素 

 

舗装等の路面にかかわる

情報が必要な場合 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

線形 

 

平面線形、縦断線形等の

細部が必要な場合 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

交通ネッ

トワーク 

 

屋外ナビゲーションが必

要な場合 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

植生 

 

  

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

  単独木 １本１本の独立した樹木

を表現する場合  〇 〇 〇  2D/3D 
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道路要素 

 

舗装等の路面にかかわる

情報が必要な場合 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

線形 

 

平面線形、縦断線形等の

細部が必要な場合 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

交通ネッ

トワーク 

 

屋外ナビゲーションが必

要な場合 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

植生 

 

  

 

○ 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

  

 

単独木 

 

１本１本の独立した樹木

を表現する場合 

 

○ 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

植被 

 

木立や茂み、地被のよう

に、１本１本の木でな

く、植栽がまとまってい

る範囲を表現する場合 

 

○ 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

水部 

 

河川や湖沼等のように陸

地内に存在する部分や海

及び洪水浸水想定・津波

浸水想定・高潮浸水想

定・内水浸水想定区域を

表現する場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

都市計画決

定情報 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

 

 

都市計

画 

 

都市計画制度において指

定された区域を表現する

場合 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

         

植被 

 

木立や茂み、地被のよう

に、１本１本の木でな

く、植栽がまとまってい

る範囲を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

水部 

 

河川や湖沼等のように陸

地内に存在する部分や海

及び洪水浸水想定・津波

浸水想定・高潮浸水想

定・内水浸水想定区域を

表現する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 

 

都市計画決

定情報 

 

 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

 

 

都市計

画 

 

都市計画制度において指

定された区域を表現する

場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

行政区

域 

 

市区町村の境界により構

成された区域を表現する

場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

区域区

分/地

域地区 

 

市街化区域・市街化調整

区域、用途地域等の都市

計画制度において指定さ

れた区域を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

橋梁 

 

道路や鉄道、水路などの

上方を横断するために設

けられる構造物を表現す

る場合 

 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

トンネル 

 

2 地点間の通行を目的と

して設けられる地下の空

間を表現する場合 

 

 

 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 
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行政区

域 

 

市区町村の境界により構

成された区域を表現する

場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

区域区

分/地

域地区 

 

市街化区域・市街化調整

区域、用途地域等の都市

計画制度において指定さ

れた区域を表現する場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D 

 

橋梁 

 

道路や鉄道、水路などの

上方を横断するために設

けられる構造物を表現す

る場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

トンネル 

 

2 地点間の通行を目的とし

て設けられる地下や地山

に囲まれた空間を表現す

る場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

地下埋設物 

 

地面の下に埋まっている

上下水道、電力、ガス等

の管路及び設備を表現す

る場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

地下街 

 

地下に設けられた施設や

通路を表現する場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

2D/3D 

 

その他の構

造物 

 

橋梁やトンネルを除く土

木構造物を表現する場合 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

 

 

2D/3D 

 

区域 土地や水面の区切られた  〇    2D 

 

地下埋設物 

 

地面の下に埋まっている

上下水道、電力、ガス等

の管路及び設備を表現す

る場合 

 

 

 

〇 

 

 

 

 

 

 

 

2D/3D 
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 範囲を表現する場合 

 
      

 

  

※LOD2.+を作成する場合は窓・扉を表現することが可能  

  

  

  

  

  

  

（２）建築物に関する属性付与  

3D デジタルマップの建築物属性付与における留意点として、構成要素と

なる都市計画基本図の図形情報と、属性のもとになる基礎調査データにお

いて、作成時点や取得方法が異なるもの同士で情報付与することが想定さ

れる。その際に、図形同士を相互に重畳させながら面積重複率等を考慮し

た情報付与の検討を行いながら、精度の高い地物属性付与に努める必要が

ある。 

 

 

 

図３-７ 図形重畳イメージ  

  

  

基礎調査データ

都市計画基本図データ

基礎調査とDMデータの重複箇所
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4．品質要件 4．品質要件 

（１）品質要求及び適用範囲 （１）品質要求及び適用範囲 

3D デジタルマップの品質要件は、地理情報標準プロファイル 2014 に準

拠し、完全性、論理一貫性、位置正確度、時間正確度、主題正確度の 5 つ

の項目を定義する。品質要求及び品質評価手順の詳細は「付属資料１ 都

市の３Ｄデジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」を参照。 

3D デジタルマップの品質要件は、地理情報標準プロファイル 2014 に準

拠し、完全性、論理一貫性、位置正確度、時間正確度、主題正確度の 5 つ

の項目を定義する。品質要求及び品質評価手順の詳細は「付属資料１ 都

市の３Ｄデジタルマップのためのデータ製品仕様書（案）」を参照。 
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表３-１５ 都市の３Ｄデジタルマップ 品質要件 表３-１５ 都市の３Ｄデジタルマップ 品質要件 
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品質要求 概要 適用範囲 

完全性 

 

過剰 

 

重複したインスタンス（ID の重

複）が存在していない場合は合

格 

 

データ集合 

 

 

 

過剰／漏れ 

 

作成元データ（参照データ）と

比較し、データ数が一致してい

る場合は合格 

 

地物単位 

 

 

 

過剰／漏れ 

 

図形内に微小線分または微小ポ

リゴンが存在していない場合は

合格 

 

地物単位 

 

論理一貫性 

 

書式一貫性 

 

所定のデータ形式の定義に従っ

て作成されている場合は合格 

 

データ集合 

 

 

 

概念一貫性 

 

応用スキーマに定義されている

地物型が適用されている場合は

合格 

 

データ集合 

 

 

 

定義域一貫

性 

 

コードリストに含まれる値とな

っている場合は合格 

 

データ集合 

 

 

 

位相一貫性 

 

座標列の向きが正しく記述され

ている場合は合格 

 

データ集合 

 

 

 

位相一貫性 

 

境界を構成するすべての座標値

が同一平面上に存在する場合は

合格 

 

データ集合 

 

品質要求 概要 適用範囲 

完全性 

 

過剰 

 

重複したインスタンス（ID の重

複）が存在していない場合は合

格 

 

データ集合 

 

 

 

過剰／漏れ 

 

作成元データ（参照データ）と

比較し、データ数が一致してい

る場合は合格 

 

地物単位 

 

 

 

過剰／漏れ 

 

図形内に微小線分または微小ポ

リゴンが存在していない場合は

合格 

 

地物単位 

 

論理一貫性 

 

書式一貫性 

 

所定のデータ形式の定義に従っ

て作成されている場合は合格 

 

データ集合 

 

 

 

概念一貫性 

 

応用スキーマに定義されている

地物型が適用されている場合は

合格 

 

データ集合 

 

 

 

定義域一貫

性 

 

コードリストに含まれる値とな

っている場合は合格 

 

データ集合 

 

 

 

位相一貫性 

 

座標列の向きが正しく記述され

ている場合は合格 

 

データ集合 

 

 

 

位相一貫性 

 

境界を構成するすべての座標値

が同一平面上に存在する場合は

合格 

 

データ集合 
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位置正確度 

 

外部位置正

確度 

 

作業規程の準則で定める地図情

報レベル 2500 を基本として水平

及び垂直誤差の範囲におさまる

場合は合格 

 

データ集合 

 

時間正確度 

 

－ 

 

（主題正確度により規定） 

 

－ 

 

主題正確度 

 

分類の正し

さ 

 

分類にかかわる主題属性を持つ

インスタンスが正しい分類とな

っている場合は合格 

 

地物単位 

 

 

 

非定量的主

題属性の正

しさ 

 

文字列、コードタイプ、日付等

の非定量的属性の値が誤率の範

囲におさまる場合は合格 

 

地物単位 

 

 

 

定量的主題

属性の正し

さ 

 

整数、実数等の定量的属性の値

が誤率の範囲におさまる場合は

合格 

 

地物単位 

 

 

位置正確度 

 

外部位置正

確度 

 

作業規程の準則で定める地図情

報レベルの水平及び垂直誤差の

範囲におさまる場合は合格 

 

データ集合 

 

時間正確度 

 

－ 

 

（主題正確度により規定） 

 

－ 

 

主題正確度 

 

分類の正し

さ 

 

分類にかかわる主題属性を持つ

インスタンスが正しい分類とな

っている場合は合格 

 

地物単位 

 

 

 

非定量的主

題属性の正

しさ 

 

文字列、コードタイプ、日付等

の非定量的属性の値が誤率の範

囲におさまる場合は合格 

 

地物単位 

 

 

 

定量的主題

属性の正し

さ 

 

整数、実数等の定量的属性の値

が誤率の範囲におさまる場合は

合格 

 

地物単位 
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（２）位置の精度にかかる基準 （２）位置の精度にかかる基準 
 品質要求のうち、位置正確度にかかる基準は、作業規程の準則に示され

る地図情報レベル 2500 を適用することを基本とする。ただし、ユースケー

スに応じて適合基準は変更することができる。変更に当たっては、作業規

程の準則に定義されるデータ取得手法及び地図情報レベルをもとに設定す

るものとする。また、このレベルは地物型ごとに変更が可能である。 

 品質要求のうち、位置正確度にかかわる基準は、作業規程の準則に示さ

れるデータ取得手法及び地図情報レベルをもとに設定するものとする。 
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表３-１６ 位置の精度にかかる基準（新規測量） 表３-１６ 位置の精度にかかる基準（新規測量） 
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データ取得手法 

 

地図情報レベル 

取得基準 

 

水平精度 

 

垂直精度 

 

地形測量 

写真測量 

 

500 

 

標準偏差 0.25m 以

内 

 

標準偏差 0.25m 以

内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1000 

 

標準偏差 0.70m 以

内 

 

標準偏差 0.33m 以

内 

 

 

 

2500 

 

標準偏差 1.75m 以

内 

 

標準偏差 0.66m 以

内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空レーザ測量 

 

500 

 

格子間隔 0.5m 以

内 

 

－ 

 

 

 

1000 

 

格子間隔 1m 以内 

 

－ 

 

 

 

2500 

 

格子間隔 2m 以内 

 

－ 

 

数値地形モデル 

 

500（5mDEM） 

 

－ 

 

標準偏差 0.5m 以

内 

データ取得手法 

 

地図情報レベル 

 

 

水平精度 

 

垂直精度 

 

地形測量 

写真測量 

 

250 

 

標準偏差 0.12m 以

内 

 

標準偏差 0.25m 以

内 

 

 

 

500 

 

標準偏差 0.25m 以

内 

 

標準偏差 0.25m 以

内 

 

 

 

1000 

 

標準偏差 0.70m 以

内 

 

標準偏差 0.33m 以

内 

 

 

 

2500 

 

標準偏差 1.75m 以

内 

 

標準偏差 0.66m 以

内 

 

写真地図 

 

500 

 

地上画素寸法

0.1m 以内 

 

－ 

 

 

 

1000 

 

地上画素寸法

0.2m 以内 

 

－ 

 

 

 

2500 

 

地上画素寸法

0.4m 以内 

 

－ 

 

航空レーザ測量 

 

500 

 

格子間隔 0.5m 以

内 

 

－ 

 

 

 

1000 

 

格子間隔 1m 以内 

 

－ 
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1000

（10mDEM） 

 

－ 

 

標準偏差 0.5m 以

内 

 

 

 

2500

（25mDEM） 

 

－ 

 

標準偏差 1.0m 以

内 

 

MMS（写真） 

 

500 

地上画素寸法 

0.05m 以内 

 

－ 

 

－ 

 

 

 

1000 

地上画素寸法 

0.1m 以内 

 

－ 

 

－ 

 

MMS（レーザ） 

 

500 

点群密度 

400 点/㎡以上 

 

標準 0.15m 以内 

 

標準 0.2ｍ以内 

 

 

 

1000 

点群密度 

100 点/㎡以上 

 

標準 0.3m 以内 

 

標準 0.3ｍ以内 

 

UAV（写真） 

 

500 

地上画素寸法 

0.03m 以内 

 

標準偏差 0.1m 以

内 

 

標準偏差 0.1ｍ以

内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

UAV（レーザ） 500 標準 0.15m 以内 標準 0.2ｍ以内 

 

 

2500 

 

格子間隔 2m 以内 

 

－ 

 

数値地形モデル 

 

500（5mDEM） 

 

－ 

 

標準偏差 0.5m 以

内 

 

 

 

1000

（10mDEM） 

 

－ 

 

標準偏差 0.5m 以

内 

 

 

 

2500

（25mDEM） 

 

－ 

 

標準偏差 1.0m 以

内 

 

MMS（写真） 

 

500 

 

 

 

地上画素寸法

0.05m 以内 

 

－ 

 

 

 

1000 

 

 

 

地上画素寸法

0.1m 以内 

 

－ 

 

MMS（レーザ） 

 

500 

 

 

 

点群密度 400 点/

㎡以上 

 

－ 

 

 

 

1000 

 

 

 

点群密度 100 点/

㎡以上 

 

－ 

 

UAV（写真） 

 

250 

 

 

地上画素寸法

0.02m 以内 

 

－ 
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 点群密度 

400 点/㎡以上 

 

  

 

 

1000 

点群密度 

100 点/㎡以上 

 

標準 0.3m 以内 

 

標準 0.3ｍ以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地上レーザ 

 

500 

 

放射方向の観測点

間隔 50mm 

 

－ 

 

 

 

 

 

500 

 

地上画素寸法

0.03m 以内 

 

－ 

 

UAV（レーザ） 

 

500 

 

 

 

点群密度 400 点/

㎡以上 

 

－ 

 

 

 

1000 

 

 

 

点群密度 100 点/

㎡以上 

 

－ 

 

地上レーザ 

 

250 

 

放射方向の観測点

間隔 25mm 

 

 

 

 

 

500 

 

放射方向の観測点

間隔 50mm 

 

 

 

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  



第 3 章 データ整備・更新要件 

~ 66 ~ 

 

新 旧 

（３）各 LOD 整備に必要なリソースの要求精度 （３）各 LOD 整備に必要なリソースの要求精度 

 各 LOD 整備に必要なリソースの要求精度を以下に示す。  各 LOD 整備に必要なリソースの要求精度を以下に示す。 

  

表３-１７ 各 LOD 整備に必要なリソースの要求精度 表３-１７ 各 LOD 整備に必要なリソースの要求精度 

リソー
ス 

 

詳細度 

 

LOD1 

 

LOD2   LOD3 

 

 

 

 

 

LOD1 

 

LOD2.0 

 

LOD2.1 

 

LOD2.2 

 

LOD3 

 

 

 

撮影諸
元 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空写
真 

 

地上画
素寸法 

 

25cm 

 

25cm 

 

15cm 

 

15cm 

 

― 

 

航空レ
ーザ点
群 

 

点密度 

 
4 点以上/

㎡ 

 

8 点以上/
㎡ 

 

18 点以上
/㎡ 

 

18 点以上
/㎡ 

 

― 

 

MMS
点群 

 

点密度 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

 

400 点以
上/㎡ 

 
 

リソー
ス 

 

詳細度 

 

LOD1 

 

LOD2   LOD3 

 

 

 

 

 

LOD1 

 

LOD2.0 

 

LOD2.1 

 

LOD2.2 

 

LOD3 

 

 

 

撮影諸
元 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航空写
真 

 

地上画
素寸法 

 

25cm 

 

25cm 

 

15cm 

 

8cm 

 

― 

 

航空レ
ーザ点
群 

 

点密度 

 
4 点以上/

㎡ 

 

8 点以上/
㎡ 

 

18 点以上
/㎡ 

 

18 点以上
/㎡ 

 

― 

 

MMS
点群 

 

点密度 

 

― 

 

400 点以
上/㎡ 

 

400 点以
上/㎡ 

 

400 点以
上/㎡ 

 

400 点以
上/㎡ 
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1．基本方針  1．基本方針  

（２）システム全体イメージ （２）システム全体イメージ 
３Ｄデジタルマップのためのシステム全体像及びシステム構成一覧を示

す。 

３Ｄデジタルマップのためのシステム全体像及びシステム構成一覧を示

す。 

庁内用システムはスタンドアロンまたはクライアントサーバ方式、公開

用システムはクラウド方式とする。公開用システムについてはデジタルサ

ービス局で検討しているデジタルツイン基盤の整備方針等と整合により具

体的なシステム構成を検討するものとする。なお、ネットワークは庁内

LAN やインターネット回線利用を前提とする。 

庁内用システムはスタンドアロンまたはクライアントサーバ方式、公開

用システムはクラウド方式とする。公開用システムについてはデジタルサ

ービス局で検討しているデジタルツイン基盤の整備方針等と整合により具

体的なシステム構成を検討するものとする。なお、ネットワークは庁内

LAN やインターネット回線利用を前提とする。 

 
 

図４-１ システム全体像 図４-１システム全体像 
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表４-１ システム構成一覧 表４-１ システム構成一覧 

対象システム システム構成 担当組織 想定方式 

庁内用システム 

 

3D デジタルマッ

プ用システム 

 

都市整備局 

 

オンプレミス（スタンド

アロンまたはクライアン

トサーバ） 

クラウドサービス 

 

 

 

成果データ管理用

ストレージ 

 

 

 

 

 

 

 

3D デジタルマッ

プ用システム 

（庁内ビューア、各

局シミュレータ） 

 

他局 

 

デジタルツインの社会実

装に向けたロードマップ

等に準拠 

 

 

 

（庁内データストア・

データカタログ） 

 

 

 

 

 

公開用システム 

 

公開用システム 

 

他局 

 

デジタルツインの社会実

装に向けたロードマップ

等に準拠 

 

 

 

ダウンロードサイ

ト 

 

 

 

 

 

 

 

データ公開管理シ

ステム 

 

 

 

 

 

 

 

公開データ管理用

ストレージ 

 

 

 

 
 

対象システム システム構成 担当組織 想定方式 

庁内用システム 

 

3D デジタルマッ

プ用システム 

 

都市整備局 

 

オンプレミス（スタンド

アロンまたはクライアン

トサーバ） 

 

 

 

 

成果データ管理用

ストレージ 

 

 

 

 

 

 

 

3D デジタルマッ

プ用システム 

（庁内ビューア、各

局シミュレータ） 

 

他局 

 

デジタルツインの構築・

運用指針等に準拠 

 

 

 

（庁内データストア・

データカタログ） 

 

 

 

 

 

公開用システム 

 

公開用システム 

 

他局 

 

デジタルツインの構築・

運用指針等に準拠 

 

 

 

ダウンロードサイ

ト 

 

 

 

 

 

 

 

データ公開管理シ

ステム 

 

 

 

 

 

 

 

公開データ管理用

ストレージ 
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2．機能要件 2．機能要件 

（３） 公開用システム （３） 公開用システム 

3D デジタルマップの公開用システムの機能要件の概要を示す。ただ

し、公開用システムについては、デジタルサービス局における「デジタ

ルツインの社会実装に向けたロードマップ」（第 2 版）等に準ずるものと

する。 

3D デジタルマップの公開用システムの機能要件の概要を示す。ただ

し、公開用システムについては、デジタルサービス局における「デジタ

ルツインの構築・運用指針」等に準ずるものとする。 

なお、各機能要件の機能分類、及び各機能の要求レベル（必須・望まし

い・オプション）の詳細は、「付属資料 2 機能要件一覧 （２）公開用シス

テム」を参照。 

なお、各機能要件の機能分類、及び各機能の要求レベル（必須・望まし

い・オプション）の詳細は、「付属資料 2 機能要件一覧 （２）公開用シス

テム」を参照。 

  

3．非機能要件 3．非機能要件 

（３）公開用システム （３）公開用システム 
公開用システムについては、デジタルサービス局における「デジタルツ

インの社会実装に向けたロードマップ」（第 2 版）等に準ずるものとする。 

公開用システムについては、デジタルサービス局における「デジタルツ

インの構築・運用指針」等に準ずるものとする。 

  

8．ユーザビリティ 8．ユーザビリティ 
庁内システム、公開システム共に、製品導入時においてユーザテストを

実施する方針とする。 

庁内システム、公開システム共に、製品導入時においてユーザテストを

実施する方針とする。 

 ユーザテストは、デジタルサービス局で作成されたデジタルサービス開

発時の「ユーザテストガイドライン」（VERSION2.0、2023 年 1 月）に基

づき、リリース前にユーザが利用し、テスト結果に基づき改善をしていく

ことで、利用者が利用しやすいシステムの構築を目指すものである。 

 ユーザテストは、デジタルサービス局で作成されたデジタルサービス開

発時の「ユーザテストガイドライン」（VERSION1.1、2020 年 9 月）に基

づき、リリース前にユーザが利用し、テスト結果に基づき改善をしていく

ことで、利用者が利用しやすいシステムの構築を目指すものである。 
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1．基本方針 1．基本方針 

（４） ３Ｄデジタルマップのビジネス関係図 （４） ３Ｄデジタルマップのビジネス関係図 

3D デジタルマップ事業は、3D デジタルマップの整備・更新・提供主体

となる 3D デジタルマップ提供者を中心とし、データリソース保有者（現地

計測・プロタクト販売者や施設管理者等）、データ提供プラットフォーム運

営者（例：デジタルツイン庁内データ連携基盤）、また利用者である都各局

関係者やサービス開発者などがステークホルダーとして関係する。ステー

クホルダー間には契約（協定書や覚書等も含む）が結ばれ、それぞれの間

でデータ・サービスと対価の交換が行われる。また、やり取りに必要とな

るルール（適用される製品仕様、契約形態、提供・公開可能な情報の抽出

等）が設定される。 

3D デジタルマップ事業は、3D デジタルマップの整備・更新・提供主体

となる 3D デジタルマップ提供者を中心とし、データリソース保有者（現地

計測・プロタクト販売者や施設管理者等）、データ提供プラットフォーム運

営者（例：東京データプラットフォーム）、また利用者である都各局関係者

やサービス開発者などがステークホルダーとして関係する。ステークホル

ダー間には契約（協定書や覚書等も含む）が結ばれ、それぞれの間でデー

タ・サービスと対価の交換が行われる。また、やり取りに必要となるルー

ル（適用される製品仕様、契約形態、提供・公開可能な情報の抽出等）が

設定される。 

本章では、このような 3D デジタルマップにかかわる関係者（事業主

体）、事業内容、役割分担、事業運営にあたって配慮すべき事項等を整備・

運用スキームとして整理する（図５-１）。 

本章では、このような 3D デジタルマップにかかわる関係者（事業主

体）、事業内容、役割分担、事業運営にあたって配慮すべき事項等を整備・

運用スキームとして整理する（図５-１）。 

  
図５-１3D デジタルマップのビジネス関係図 図５-１3D デジタルマップのビジネス関係図 
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（２）整備・運用に係る事業構成 （２）整備・運用に係る事業構成 

3D デジタルマップの整備・運用は、スマート東京・Tokyo Data 

Highway 戦略」（「未来の東京」戦略ビジョン（2024 年 1 月）、スマート東

京実施戦略（2020 年 2 月））、「デジタル技術を生かした都市づくりの推

進」、「ポスト・コロナにおける東京の構造改革」等のデジタルツイン実現

プロジェクト、都市づくりの戦略やデジタルトランスフォーメーションの

推進といった各種施策に基づいて実施するものである。 

3D デジタルマップの整備・運用は、「スマート東京・Tokyo Data 

Highway 戦略」（「未来の東京」戦略ビジョン（2019 年 12 月）、スマート東

京実施戦略（2020 年 2 月））、「デジタル技術を生かした都市づくりの推

進」、「ポスト・コロナにおける東京の構造改革」等のデジタルツイン実現

プロジェクト、都市づくりの戦略やデジタルトランスフォーメーションの

推進といった各種施策に基づいて実施するものである。 

（中略） （中略） 

  

図５-２ 3D デジタルマップ事業全体像 図５-２ 3D デジタルマップ事業全体像 
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（３）事業方式・実施主体の基本的な考え方 （３）事業方式・実施主体の基本的な考え方 

A）事業の特性からみる実施主体の要件 A）事業の特性からみる実施主体の要件 

（中略） （中略） 

〇データ整備・更新事業 〇データ整備・更新事業 

  データ整備・更新事業には、データ整備・更新に加え、品質評価や品

質認定、データ管理が事業内容に含まれる。 

  データ整備・更新事業には、データ整備・更新に加え、品質評価や品

質認定、データ管理が事業内容に含まれる。 
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  データ整備及び更新は、航空機や移動体計測機器等を用いて写真・レ

ーザ測量を実施し、データ製品仕様書に基づく地物や属性項目をモデル

作成する作業が主たる部分となる。計測にあたっては、事前の作業計画

の作成、計測結果データの１次処理、成果品作成までの進捗管理などの

関連作業が発生し、公共測量成果に位置付けていく必要がある。公共測

量作業規程で定められている空中写真測量や航空レーザ測量、車載写真

レーザ測量以外にも、地下街での LidarSLAM 技術を用いた測量も公共測

量に該当する。地下街計測の際は国土地理院の「LidarSLAM 技術を用い

た公共測量マニュアル」に基づき実施する必要がある。公共測量作業時

は国土地理院に技術的助言を得るための実施計画書の提出等が必要とな

る。このような作業を実施するには、あらかじめ、公共測量作業規程で

定められた、測量技術・知識、計測機器の所有・取扱い、大量データを

処理するための機器、計測データからモデル作成を行うためのソフトウ

ェアツールの所有とデータ生産体制が備わっていることが求められる。

3D デジタルマップは地物情報として建築物、道路、鉄道、徒歩道、広

場、航路、土地利用、災害リスク、都市計画決定情報、橋梁、トンネ

ル、その他の構造物、都市設備、地下埋設物、地下街、植生、地形、水

部、区域、汎用都市オブジェクトまでの整備手順は概ね標準化されつつ

あるものの、いまだ構成要素となるデータ収集において関係各所調整な

ど煩雑となり、事業者にとっては収支を見通しにくい。一方、民間事業

者がライブラリとして自らデータ生産・販売を行う場合は、技術的な見

通しの立っているデータで製品を構成するなどの調整が可能であること

から、比較的安価にデータ生産をできる仕組み組成の可能性がある。な

お、データの初期整備は、定型的な業務ではなくプロジェクト型の業務

（１回実施）であるため、都が自ら整備を実施していくことが適する。

データ更新についてはプロジェクト型、または通期で定型業務として実

施することも可能であり、この場合はオペレータの配置や特定機関との

年間契約などによる方法が想定される。また、スマートシティに関わる

事業体や任意の団体が局所的な更新情報・変化情報を取得している場合

もあり、このような情報を更新データの素材とすることもできる。 

  データ整備及び更新は、航空機や移動体計測機器等を用いて写真・レ

ーザ測量を実施し、データ製品仕様書に基づく地物や属性項目をモデル

作成する作業が主たる部分となる。計測にあたっては、事前の作業計画

の作成、計測結果データの１次処理、成果品作成までの進捗管理などの

関連作業が発生し、公共測量成果に位置付けていく場合には国土地理院

に技術的助言を得るための実施計画書の提出等も必要となる。このよう

な作業を実施するには、測量技術・知識、計測機器の所有・取扱い、大

量データを処理するための機器、計測データからモデル作成を行うため

のソフトウェアツールの所有とデータ生産体制が備わっていることが求

められる。3D デジタルマップの整備手法はまだ標準化されておらず、そ

のため生産体制も定型化されていないことから、事業者にとっては収支

を見通しにくい現状がある。一方、民間事業者がライブラリとして自ら

データ生産・販売を行う場合は、技術的な見通しの立っているデータで

製品を構成するなどの調整が可能であることから、比較的安価にデータ

生産をできる仕組み組成の可能性がある。なお、データの初期整備は、

定型的な業務ではなくプロジェクト型の業務（１回実施）であるため、

都が自ら整備を実施していくことが適する。データ更新についてはプロ

ジェクト型、または通期で定型業務として実施することも可能であり、

この場合はオペレータの配置や特定機関との年間契約などによる方法が

想定される。また、スマートシティに関わる事業体や任意の団体が局所

的な更新情報・変化情報を取得している場合もあり、このような情報を

更新データの素材とすることもできる。 
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  品質評価及び品質認証は、3D デジタルマップがデータ仕様書及び品質

要求を満たしていることを評価する作業であることから、データ仕様を

理解し、国の指定する検査ツール等を用いて品質検査を実施することが

求められる。品質評価は、データ整備・更新主体が自ら行う作業とする

ことも可能であり、品質評価結果報告書を証跡資料として作成すること

が一般的である。 

  品質評価及び品質認証は、3D デジタルマップがデータ仕様書及び品質

要求を満たしていることを評価する作業であることから、データ仕様を

理解し、かつ検査ツールを保有していることが求められる。品質評価

は、データ整備・更新主体が自ら行う作業とすることも可能であり、品

質評価結果報告書を証跡資料として作成することが一般的である。一

方、成果データを広く流通・活用するためには第三者機関による認証が

行われていることが望ましいが、現状では 3D デジタルマップに対する認

証を行うことができる機関はなく、今後、中立性及び専門性を有する機

関が出てくることが期待される。 

（中略） （中略） 

〇データ利用・管理事業 〇データ利用・管理事業 

  データ利用・管理事業には、庁内用システム導入・運用保守、データ

の編集・解析、データベース管理、データやシステムに関する問合せ対

応が事業内容に含まれる。 

  データ利用・管理事業には、庁内用システム導入・運用保守、データ

の編集・解析、データベース管理、データやシステムに関する問合せ対

応が事業内容に含まれる。 
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  庁内用システム導入・運用保守は、3D デジタルマップを都職員が閲

覧、編集を行うためのソフトウェア、ハードウェア、周辺機器等の初期

導入から日常運用管理が業務の内容である。ソフトウェアについては、

保守性や拡張性の観点からパッケージ製品を採用していくことが望まし

く、そのため、スクラッチで開発するような設計協議は発生しない。た

だし、導入製品の選定や、導入実施前の機能調整、配置場所やネットワ

ークの確保など、環境を整える作業が発生する。短期的にはスタンドア

ロンやクライアントサーバ型でアプリケーションを導入していく必要が

ある。運用保守は、利用者が特定の職員に限定されている間は、問合せ

等も限られるため職員が自ら実施する方法もあるが、3D デジタルマップ

がまだ創成期であることから、データの取り扱いやシステムの操作方

法、データバックアップ等の専門的な知識を有する作業に対応するた

め、システム導入事業者と保守契約することが望ましい。 

  庁内用システム導入・運用保守は、3D デジタルマップを都職員が閲

覧、編集を行うためのソフトウェア、ハードウェア、周辺機器等の初期

導入から日常運用管理が業務の内容である。ソフトウェアについては、

保守性や拡張性の観点からパッケージ製品を採用していくことが望まし

く、そのため、スクラッチで開発するような設計協議は発生しない。た

だし、導入製品の選定や、導入実施前の機能調整、配置場所やネットワ

ークの確保など、環境を整える作業が発生する。昨今のソフトウェアの

潮流を踏まえた場合、独自にハードウェアを導入しなくてもよいクラウ

ドサービスを選定していくことが望ましいと考えられるが、3D デジタル

マップの編集や加工をストレスなく実施できるクラウドサービスの実現

は道半ばにあり、そのため、短期的にはスタンドアロンやクライアント

サーバ型でアプリケーションを導入していく必要がある。運用保守は、

利用者が特定の職員に限定されている間は、問合せ等も限られるため職

員が自ら実施する方法もあるが、3D デジタルマップがまだ創成期である

ことから、データの取り扱いやシステムの操作方法、データバックアッ

プ等の専門的な知識を有する作業に対応するため、システム導入事業者

と保守契約することが望ましい。 

（略） （略） 

  

 〇データ提供・管理事業  〇データ提供・管理事業 

（中略） （中略） 
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  データ提供システム導入・運用保守は、対象システム種類として 3D デ

ジタルマップの閲覧用システム、データダウンロード用システム等が想

定され、独自に構築する場合と、既存のプラットフォームを活用する場

合が想定される。既存のプラットフォームとしては、デジタルツイン庁

内データ連携基盤、東京都オープンデータカタログサイト、国土交通デ

ータプラットフォーム、G 空間情報センター等が考えられる。これらの

プラットフォームを通じてデータ提供する際には、それぞれのプラット

フォームが定めるデータ提供のルール（データ形式、メタデータ、免責

等）があるため、そのルールに従った提供データの作成が必要となる。

独自に構築する場合は、クラウドサービスをベースとしたアプリケーシ

ョンが出てきつつあるため、これらの製品を採用し、サービス提供事業

者とのサービス利用契約（保守契約）を結ぶ方法とする。 

  データ提供システム導入・運用保守は、対象システム種類として 3D デ

ジタルマップの閲覧用システム、データダウンロード用システム等が想

定され、独自に構築する場合と、既存のプラットフォームを活用する場

合が想定される。既存のプラットフォームとしては、東京データプラッ

トフォーム（都で検討中）、東京都オープンデータポータル、国土交通デ

ータプラットフォーム、G 空間情報センター等が考えられる。これらの

プラットフォームを通じてデータ提供する際には、それぞれのプラット

フォームが定めるデータ提供のルール（データ形式、メタデータ、免責

等）があるため、そのルールに従った提供データの作成が必要となる。

独自に構築する場合は、クラウドサービスをベースとしたアプリケーシ

ョンが出てきつつあるため、これらの製品を採用し、サービス提供事業

者とのサービス利用契約（保守契約）を結ぶ方法とする。 

  

 ○普及・利用促進事業  

（中略） （中略） 

  

図 ５ ３ 事業方式のパターン 図 ５ ３ 事業方式のパターン 
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図 ５ ４ 事業方式の特徴・比較 図 ５ ４ 事業方式の特徴・比較 
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2．整備スキーム 2．整備スキーム 

B）共通基盤として優先的に整備する対象 B）共通基盤として優先的に整備する対象 

ユースケースや民間によるデータ整備状況などから、共通基盤として優

先度が高い部分を都が実施する範囲（対象地物、取得範囲・精度等）とし

て定め、これ以外は利用者が独自に整備・加工するスキームとする。 

ユースケースや民間によるデータ整備状況などから、共通基盤として優

先度が高い部分を都が実施する範囲（対象地物、取得範囲・精度等）とし

て定め、これ以外は利用者が独自に整備・加工するスキームとする。 

 

 

図５-６ データ整備対象の優先度の考え方 図５-６ データ整備対象の優先度の考え方 
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（３）データ整備 （３）データ整備 
（中略） （中略） 

【パターン 1】「2D 地図＋高さ」から 3D デジタルマップを作成 【パターン 1】「2D 地図＋高さ」から 3D デジタルマップを作成 

 既存の都市計画基本図等（地図情報レベル 2500 地形図や国土地理院の

航空写真測量等）の建物や道路等の地形要素の外形情報を用い、航空レ

ーザ・写真測量等で取得した点群データを高さ情報として付与し 3D 地物

を作成する方法である。 

 既存の都市計画基本図（地図情報レベル 2500 地形図）の建物や道路等

の地形要素の外形情報を用い、航空レーザ・写真測量等で取得した点群

データを高さ情報として付与し 3D 地物を作成する方法である。 

  

なお、属性データを付与する場合は、3D デジタルマップ作成前の 2D

地図の時点で必要となる属性を付加する方法が一般的である。 

 

なお、属性データを付与する場合は、3D デジタルマップ作成前の 2D

地図の時点で必要となる属性を付加する方法が一般的である。

 

図５-７ 「2D 地図＋高さ」から 3D デジタルマップを作成するパターンイ

メージ 

図５-７ 「2D 地図＋高さ」から 3D デジタルマップを作成するパターンイ

メージ 
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【パターン 2】「航空写真」や「点群データ」からダイレクトに 3D デジ

タルマップを作成 

【パターン 2】「航空写真」や「点群データ」からダイレクトに 3D デジ

タルマップを作成 

（中略） （中略） 

 

 

図５-８ 「点群データ」からダイレクトに 3D デジタルマップを作成する

パターンイメージ 

図５-８ 「点群データ」からダイレクトに 3D デジタルマップを作成する

パターンイメージ 

  

【パターン 3】「BIM」等を用いて 3D デジタルマップを作成 【パターン 3】「BIM」等を用いて 3D デジタルマップを作成 
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図５-１０ 「BIM」等を用いて 3D デジタルマップを作成するパターンイ

メージ 

図５-１０ 「BIM」等を用いて 3D デジタルマップを作成するパターンイ

メージ 

  

 なお、国土交通省では建築 BIM の社会実装の加速化に向けて、①BIM

による建築確認の環境整備、②データ連携環境の整備、③維持管理・運

用段階におけるデジタル化の取り組みを進めている。BIM による建築確

認の概要を表５-４に示す。 
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表５-４ BIM による建築確認  

審査レベル 

 

概要 

 

実現時期 

 

BIM 図面審

査 

 

 BIM データから出力した

PDF 図面（従来と同様の申

請図面）を審査対象とする。 

 参考データとして、IFC 形式

データ（オープンな CAD フ

ァイル形式）も提出する。図

面間の整合性が担保されるこ

とにより審査期間に寄与す

る。 

 

 2025 年度開始 

 2027 年度全国展開 

 

BIM データ

審査 

 

 IFC 形式データも審査対象と

する。審査に必要な情報が自

動的に表示され、更なる審査

の効率化に寄与する。 

 

 BIM 図面審査と並行して検

討 

 将来、順次拡大 

 

 

 

※「建築 BIM の社会実装に向けた今後の取組と将来像」（国土交通省住宅局）  

  

 さらに、維持管理・運用段階におけるデジタル化ではオープンデータ

化が検討されており、PLATEAU、不動産 ID と連携したデジタルツイン

の実装が、2025 年度に試行が開始され、2028 年度以降の実装を目指して

いる。これら BIM データの利用拡大に対して、具体的なシステム、そし

て運用の連携を検討する必要がある。 
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3．運用スキーム （３）運用スキーム 

（２）データ提供・管理 （２）データ提供・管理 

整備した 3D デジタルマップは、公開可能なデータをオープンデータ化し、

デジタルツイン庁内データ連携基盤や東京都オープンデータカタログサイ

ト等で提供する（図 ５-１３ 整備データの活用・連携・提供スキーム参

照）。 

整備した 3D デジタルマップは、公開可能なデータをオープンデータ化

し、東京データプラットフォームや東京都オープンデータサイト等で提供

する（図５-１３ 整備データの活用・連携・提供スキーム参照）。 

  

表５-６ 情報の種類による取得データの公開可否の方針（案） 表５-６ 情報の種類による取得データの公開可否の方針（案） 
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情報の種類 

 

特性 

 

具体例 

 

取得データの公開可否の 

方針（案） 

 

法令による規制 

（建築基準法ほ

か） 

 

 法令に基づき、

地方自治体の首

長により指定さ

れる区域 

 

 都市計画法、建

築基準法の法令

に基づく制限 

 土砂災害警戒区

域 

 津波災害特別警

戒区域 

 都市計画道路境

界線   ほか 

 

 公開可 

 ただし、対象となる情

報の管理者と、公開す

る際の条件等の確認や

調整が必要となる。例

えば、取扱いに配慮が

必要な情報（センシテ

ィブな情報）などは、

小縮尺地形図上での公

開は可能とするが、大

縮尺・中縮尺では公開

しないなどが想定され

る。 

 

現況 

（通常の屋外で

確認できるもの

（公道上から見

える状態にある

もの）） 

 

 土地や建物の状

態が、沿道から

視認できる 

 

 土地の利用状況 

 建物の用途、構

造、階数 ほか 

 

 公開可 

 原則として、誰しも公

道上から視認できるも

のであり、データ化し

て公開する事は差支え

ないものと考えられ

る。 

 

シミュレーショ

ン予測 

（浸水想定ほ

か） 

 

 シミュレーショ

ンによる予測値

は、設定する与

条件により計算

結果が変わる 

 予測浸水深（○

メートル） 

 浸水深（○メー

トル） ほか 

 

 公 開 可 （ 但 し 、

PLATEAU の公開方針

に準拠するものとし、

拡張製品仕様に係る部

分については慎重に判

断する） 

情報の種類 

 

特性 

 

具体例 

 

取得データの公開可否の 

方針（案） 

 

法令による規制 

（建築基準法ほ

か） 

 

 法令に基づき、

地方自治体の首

長により指定さ

れる区域 

 

 都市計画法、建

築基準法の法令

に基づく制限 

 土砂災害警戒区

域 

 津波災害特別警

戒区域 

 都市計画道路境

界線   ほか 

 

 公開可 

 ただし、対象となる情

報の管理者と、公開す

る際の条件等の確認や

調整が必要となる。例

えば、取扱いに配慮が

必要な情報（センシテ

ィブな情報）などは、

小縮尺地形図上での公

開は可能とするが、大

縮尺・中縮尺では公開

しないなどが想定され

る。 

 

現況 

（通常の屋外で

確認できるもの

（公道上から見

える状態にある

もの）） 

 

 土地や建物の状

態が、沿道から

視認できる 

 

 土地の利用状況 

 建物の用途、構

造、階数 ほか 

 

 公開可 

 原則として、誰しも公

道上から視認できるも

のであり、データ化し

て公開する事は差支え

ないものと考えられ

る。 

 

シミュレーショ

ン予測 

（浸水想定ほ

か） 

 

 シミュレーショ

ンによる予測値

は、設定する与

条件により計算

結果が変わる 

 予測浸水深（○

メートル） 

 浸水深（○メー

トル） ほか 

 

 公開可（但し、個々の

建物の属性情報として

は非公開） 

 シミュレーションに基

づき想定される災害の

規模や想定される範囲
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 シミュレーショ

ン結果が示す空

間範囲の位置正

確度の取扱には

注意が必要 

 

 シミュレーションに基

づき想定される災害の

規模や想定される範囲

は、条件により変わる

ことや、その範囲の位

置精度も取扱いに注意

が必要である。 
 

 シミュレーショ

ン結果が示す空

間範囲の位置正

確度の取扱には

注意が必要 

 

は、条件により変わる

ことや、その範囲の位

置精度も取扱いに注意

が必要であるため 

 

  

B）データ提供版の方向性 B）データ提供版の方向性 

3D デジタルマップを構成する個々の建物に関する属性情報の公開可否

は、その内容が公表されることによる影響に基づくとともに、変化する法

令にも照らし合わせて判断する必要がある。例えば、都市計画基礎調査の

うち土地利用現況調査及び建物利用現況調査に係る個人情報保護法上の取

扱いについても個人情報保護法の改正により運用の見直しが進められ、他

法令等への配慮は引き続き必要であるものの、オープンデータ化に向けた

整理が行われている。また、シミュレーションに基づく情報は、原典情報

の公開方針に合わせた判断が求められる。災害ハザード情報は公開情報で

あるが、個々の建物に対する想定されるリスクを解析したものではなく、

浸水想定範囲を面的に解析したものであり、特に、その境界付近において

は、想定されるリスクに情報のあやふやさを含むため、使用方法・可視化

には留意を求める必要がある。 

3D デジタルマップを構成する個々の建物に関する属性情報の公開可否

は、その内容が公表されることによる影響に基づき判断する必要がある。

例えば、建物現況調査は、個々の建物の不動産価値等の算定を目的とした

調査ではないにも関わらず、その結果を公開することで、個人の所有する

資産価値に影響を与える可能性がある。また、災害ハザード情報は、個々

の建物に対する想定されるリスクを解析したものではなく、浸水想定範囲

を面的に解析したものであり、特に、その境界付近においては、想定され

るリスクに情報のあやふやさを含むものとなる。 

  

 また、提供用データの加工区分ごとのアクセス権を精緻化するためデー

タを「地物データ群」と「属性群」に分けている。地物データ群について

は、建築物、都市設備、地形（起伏）、交通（道路）、植生、水部、橋梁、

トンネル、地下埋設物、地下街について、それぞれアクセス権を設定す

る。属性群については、災害ハザードや土地利用現況などの属性情報の確

からしさや公表されることによる影響の観点に着目してアクセス権を設定

する。 

 また、提供用データの加工区分ごとのアクセス権を精緻化するためデー

タを「地物データ群」と「属性群」に分けている。地物データ群について

は、建築物、道路、橋梁、トンネル、都市付属物、植生、地形（起伏）、水

部について、それぞれアクセス権を設定する。属性群については、災害ハ

ザードや土地利用現況などの属性情報の確からしさや公表されることによ

る影響の観点に着目してアクセス権を設定する。 
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表５-８ 地物の種類に応じたアクセス権の方針（案） 表５-８ 地物の種類に応じたアクセス権の方針（案） 
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地物 

 

3D デジタルマップの形状の特性 

 

アクセス権の視点 

 

建築物 

 

 建物の外周形状（フットプリ

ント）が把握可能(LOD0) 

 建物の概ねの高さもしくは屋

根形状が把握可能(LOD1) 

 テクスチャがある場合は、窓

や出入口の位置を把握可能

(LOD2) 

 

 建物の外周形状（フットプリ

ント）(LOD0)と屋根形状が

把握可能な程度の詳細度

(LOD1 及び LOD2)であれ

ば、一般利用者含め、全ての

利用者に公開しても差し支え

ない 

 テクスチャ付きの場合に関し

て、都市再生緊急整備地域や

中核的な拠点地区等の LOD2

以上を整備対象と定めるエリ

アについては、一般的に公開

される情報として問題はない

と考える。但し、その他一般

住宅エリアについては、プラ

イバシーの確保の観点から、

データ整備にあたって配慮す

る必要がある。 

 

 

 

 位置正確度の確保された建物

開口部（窓や出入口等）の位

置 や 形 状 の 把 握 が 可 能

(LOD3) 

 建物の内部構造が把握可能

(LOD4) 

 

 建物開口部の位置や屋内構造

が把握可能なレベル(LOD3

及び LOD4)となるため、セ

キュリティやプライバシーの

確保の観点から、データ利用

者について配慮する必要があ

る 

 

都市設備 

 

 都市設備の位置(LOD1)/概

形(LOD2)/詳細形状(LOD3)

を把握可能 

 都市設備の位置/概形/詳細形

状は(LOD1,LOD2,LOD3)一

般利用者含め、全ての利用者

に公開しても差し支えない。 

地物 

 

3D デジタルマップの形状の特性 

 

アクセス権の視点 

 

建築物 

 

 建物の外周形状（フットプリ

ント）が把握可能(LOD0) 

 建物の概ねの高さもしくは屋

根形状が把握可能(LOD1) 

 テクスチャがある場合は、窓

や出入口の位置を把握可能

(LOD2) 

 

 建物の外周形状（フットプリ

ント）(LOD0)と屋根形状が

把握可能な程度の詳細度

(LOD1 及び LOD2)であれ

ば、一般利用者含め、全ての

利用者に公開しても差し支え

ない 

 一方、LOD2 であってもテク

スチャが付きの場合は、通常

の人の目線からでは見えない

塀の内側にある窓や出入口の

位置が把握できる可能性があ

り、データ公開にあたり配慮

が必要となる 

 

 

 

 位置正確度の確保された建物

開口部（窓や出入口等）の位

置 や 形 状 の 把 握 が 可 能

(LOD3) 

 建物の内部構造が把握可能

(LOD4) 

 

 建物開口部の位置や屋内構造

が把握可能なレベル(LOD3

及び LOD4)となるため、セ

キュリティやプライバシーの

確保の観点から、データ利用

者について配慮する必要があ

る 

 

都市設備 

 

 都市設備の位置(LOD1)/概

形(LOD2)/詳細形状(LOD3)

を把握可能 

 

 都市設備の位置/概形/詳細形

状は(LOD1,LOD2,LOD3)一

般利用者含め、全ての利用者

に公開しても差し支えない。 

 一方、照明施設や交通信号機

などセキュリティ・防衛の観

点から公開するには一定の配

慮が必要 
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  一方、照明施設や交通信号機

などセキュリティ・防衛の観

点から公開するには、予め制

限範囲を定める等、一定の配

慮が必要 

 

地形 

 

 地 形 の 起 伏 を 把 握 可 能

(LOD1) 

 

 地形の起伏が把握可能な程度

(LOD1)であるため一般利用

者含め、全ての利用者に公開

しても差し支えない 

 

交通（道路） 

 

 道路の位置(LOD0，LOD1)/

道路区分(LOD2)/詳細形状

(LOD3)を把握可能 

 

 道路の位置/概形が把握可能

な程度(LOD0，LOD1 及び

LOD2)であれば、一般利用

者含め、全ての利用者に公開

しても差し支えない 

 道路の詳細形状や構造が把握

可能なレベル(LOD3)の場合

は、セキュリティ・防衛の観

点から、データの利用を特定

の利用者に制限するなど、配

慮する必要がある 

 

植生 

 

 植 栽 の 位 置 (LOD1)/ 概 形

(LOD2)/詳細形状(LOD3)を

把握可能 

 

 植 栽 の 位 置 (LOD1)/ 概 形

(LOD2)/詳細形状(LOD3)が

把握可能となるが一般利用者

含め、全ての利用者に公開し

ても差し支えない 

 

水部 

 

 水 部 の 位 置 を 把 握 可 能

(LOD1) 

 水部の位置が把握可能な程度

(LOD1)であるため一般利用

者含め、全ての利用者に公開

 

地形 

 

 地 形 の 起 伏 を 把 握 可 能

(LOD1) 

 

 地形の起伏が把握可能な程度

(LOD1)であるため一般利用

者含め、全ての利用者に公開

しても差し支えない 

 

道路 

 

 道路の位置(LOD0，LOD1)/

道路区分(LOD2)/詳細形状

(LOD3)を把握可能 

 

 道路の位置/概形が把握可能

な程度(LOD0，LOD1 及び

LOD2)であれば、一般利用

者含め、全ての利用者に公開

しても差し支えない 

 道路の詳細形状や構造が把握

可能なレベル(LOD3)の場合

は、セキュリティ・防衛の観

点から、データの利用を特定

の利用者に制限するなど、配

慮する必要がある 

 

 

 

 地下通路の形状(LOD3)を把

握可能 

 

 地下通路構造が把握可能なレ

ベル(LOD3)の場合は、セキ

ュリティ・防衛の観点から、

データの利用を特定の利用者

に制限するなど、配慮する必

要がある 

 

植生 

 

 植 栽 の 位 置 (LOD1)/ 概 形

(LOD2)/詳細形状(LOD3)を

把握可能 

 

 植 栽 の 位 置 (LOD1)/ 概 形

(LOD2)/詳細形状(LOD3)が

把握可能となるが一般利用者

含め、全ての利用者に公開し

ても差し支えない 
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 しても差し支えない 

 

橋梁 

 

 橋梁の位置と概形 (LOD2)/

詳細形状(LOD3 及び LOD4)

を把握可能 

 

 橋梁の位置/概形が把握可能

な程度(LOD2)であれば、一

般利用者含め、全ての利用者

に公開しても差し支えない 

 橋梁の詳細形状や構造が把握

可能(LOD3 及び LOD4)とな

ると、セキュリティ・防衛の

観点からデータ利用者につい

て配慮する必要がある 

 

トンネル 

 

 トンネルの概形(LOD2)/詳

細形状(LOD3 及び LOD4)を

把握可能 

 

 トンネルの概形が把握可能な

程度(LOD2)であれば、一般

利用者含め、全ての利用者に

公開しても差し支えない 

 トンネルの詳細形状や構造が

把握可能(LOD3 及び LOD4)

となると、セキュリティ・防

衛の観点からデータ利用者に

ついて配慮する必要がある 

 

地下埋設物 

 

 地下埋設物の位置を把握可能

(LOD1) 

 

 地 下 埋 設 物 の 位 置 情 報

(LOD1)が把握可能なレベル

なので、全ての利用者に公開

しても差し支えない。一方、

市区町村やインフラ事業者が

保有するデータから都市モデ

ルを作成するため公開するに

は一定の配慮が必要 

 

地下街  地下街の概形（LOD2 及び  地下街は施設管理者に公開す

水部 

 

 水 部 の 位 置 を 把 握 可 能

(LOD1) 

 

 水部の位置が把握可能な程度

(LOD1)であるため一般利用

者含め、全ての利用者に公開

しても差し支えない 

 

橋梁 

 

 橋梁の位置と概形 (LOD2)/

詳細形状(LOD3 及び LOD4)

を把握可能 

 

 橋梁の位置/概形が把握可能

な程度(LOD2)であれば、一

般利用者含め、全ての利用者

に公開しても差し支えない 

 橋梁の詳細形状や構造が把握

可能(LOD3 及び LOD4)とな

ると、セキュリティ・防衛の

観点からデータ利用者につい

て配慮する必要がある 

 

トンネル 

 

 トンネルの概形(LOD2)/詳

細形状(LOD3 及び LOD4)を

把握可能 

 

 トンネルの概形が把握可能な

程度(LOD2)であれば、一般

利用者含め、全ての利用者に

公開しても差し支えない 

 トンネルの詳細形状や構造が

把握可能(LOD3 及び LOD4)

となると、セキュリティ・防

衛の観点からデータ利用者に

ついて配慮する必要がある 

 

地下埋設物 

 

 地下埋設物の位置を把握可能

(LOD1) 

 

 地 下 埋 設 物 の 位 置 情 報

(LOD1)が把握可能なレベル

なので、全ての利用者に公開

しても差し支えない。一方、

市区町村やインフラ事業者が

保有するデータから都市モデ

ルを作成するため公開するに

は一定の配慮が必要 
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新 旧 

 LOD3 ） / 詳 細 形 状

（LOD4）を把握可能 

 

るデータの性質・内容・リス

クを説明の上で、施設管理者

から求めに応じて、公開及び

利用の範囲を制限するよう、

配慮する必要がある 

 

その他の構造物 

 

 構造物の概形（LOD2）/詳

細形状（LOD3）を把握可能 

 

 構造物の詳細形状や構造が把

握可能(LOD3)となると、セ

キュリティ・防衛の観点から

データ利用者について配慮を

必要とする場合がある 

 
 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

  

 

  

 
 

  

  

表５-９ 属性情報の内容に応じたアクセス権の方針（案） 表５-９ 属性情報の内容に応じたアクセス権の方針（案） 
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属性情報の種類 

 

属性情報の内容（例） 

 

アクセス権の視点 

 

災害ハザード情

報 

 

 土砂災害警戒区域 

（区域区分・現象区分） 

 浸水想定区域 

（浸水深・浸水ランク・継続

時間） 

 津波浸水想定区域 

（浸水深・浸水ランク） ほ

か 

 

 個々の建物に対する想定され

るリスクを解析したものでは

なく、浸水想定範囲を面的に

解析したものであり、特に、

その境界付近においては、想

定されるリスクに情報のあや

ふやさを含むため、一般利用

者のアクセス権については慎

重に判断していく必要があ

る。 

 ただし、集計・解析的な使い

方（属性値そのものを公表し

ない）や、二次的利用として

グループ化した主題図により

公開するなどの利用方法は、

許容できるため、予め利用申

請者の使用目的・使用方法を

審査した上で、アクセスを認

めるなど考慮する必要があ

る。 

 

土地利用現況 

 

 図形面積 

 土地利用分類 

 区市町村名称、町丁目名称 

ほか 

 

 個人の資産価値を特定につな

がる個人情報の観点から問題

が生じる可能性があるため、

アクセス権については、慎重

に判断していく必要がある。

個人の資産価値を特定につな

がる個人情報の観点から問題

が生じる可能性があるため、

アクセス権については、慎重

に判断していく必要がある。 

 ただし、集計・解析的な使い

属性情報の種類 

 

属性情報の内容（例） 

 

アクセス権の視点 

 

災害ハザード情

報 

 

 土砂災害警戒区域 

（区域区分・現象区分） 

 浸水想定区域 

（浸水深・浸水ランク・継続

時間） 

 津波浸水想定区域 

（浸水深・浸水ランク） ほ

か 

 

 個々の建物に対する想定され

るリスクを解析したものでは

なく、浸水想定範囲を面的に

解析したものであり、特に、

その境界付近においては、想

定されるリスクに情報のあや

ふやさを含むため、一般利用

者のアクセス権については慎

重に判断していく必要があ

る。 

 ただし、集計・解析的な使い

方（属性値そのものを公表し

ない）や、二次的利用として

グループ化した主題図により

公開するなどの利用方法は、

許容できるため、予め利用申

請者の使用目的・使用方法を

審査した上で、アクセスを認

めるなど考慮する必要があ

る。 

 

土地利用現況 

 

 図形面積 

 土地利用分類 

 区市町村名称、町丁目名称 

ほか 

 

 個人の資産価値を特定につな

がる個人情報の観点から問題

が生じる可能性があるため、

アクセス権については、慎重

に判断していく必要がある。

個人の資産価値を特定につな

がる個人情報の観点から問題

が生じる可能性があるため、

アクセス権については、慎重

に判断していく必要がある。 

 ただし、集計・解析的な使い
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方（属性値そのものは表に出

ない）や、二次的利用として

グループ化した主題図により

公開することは許容できるた

め、予め利用申請者の使用目

的・使用方法を審査した上

で、アクセスを認めるなど考

慮する必要がある。 

 

都市計画情報 

 

 用途地域 

 高度地区 

 防火及び準防火地域 

 地区計画 ほか 

 

 一般に公開されている情報で

あれば、一般利用者含め、全

ての利用者にアクセスを認め

ても差し支えないと考えられ

る。一般に公開されている情

報であれば、一般利用者含

め、全ての利用者にアクセス

を認めても差し支えないと考

えられる。 

 ただし、都市計画レイヤ（情

報種別）によっては、個人の

所有する資産価値に影響する

可能性があるため、配慮が必

要である。 

 

建物現況 

 

 図形面積 

 建物階数 

 建物構造 

 建物用途分類 

 延べ面積  

 区市町村名称、町丁目名称 

ほか 

 

 「都市計画基礎調査のオープ

ンデータ化に向けた土地利用

現況及び建物利用現況の取り

扱いについて」（令和 5 年 3 月

1 日、国都計第 184 号・国都政

第 212 号）に基づき、オープ

ンデータ化を前提とする。但

し、その他の法令との関係

や、公開により個人の権利利

益及びプライバシーの侵害が

方（属性値そのものは表に出

ない）や、二次的利用として

グループ化した主題図により

公開することは許容できるた

め、予め利用申請者の使用目

的・使用方法を審査した上

で、アクセスを認めるなど考

慮する必要がある。 

 

都市計画情報 

 

 用途地域 

 高度地区 

 防火及び準防火地域 

 地区計画 ほか 

 

 一般に公開されている情報で

あれば、一般利用者含め、全

ての利用者にアクセスを認め

ても差し支えないと考えられ

る。一般に公開されている情

報であれば、一般利用者含

め、全ての利用者にアクセス

を認めても差し支えないと考

えられる。 

 ただし、都市計画レイヤ（情

報種別）によっては、個人の

所有する資産価値に影響する

可能性があるため、配慮が必

要である。 

 

建物現況 

 

 図形面積 

 建物階数 

 建物構造 

 建物用途分類 

 延べ面積  

 区市町村名称、町丁目名称 

ほか 

 

 建物現況調査は、個々の建物

の不動産価値等の算定を目的

とした調査ではないため、そ

の結果を公開することで、個

人の所有する資産価値に影響

を与える可能性があるため、

一般利用者のアクセス権につ

いては慎重に判断していく必

要がある。 

 ただし、集計・解析的な使い



第 5 章 整備・運用スキーム 

~ 94 ~ 

 

新 旧 

 

生じる可能性が生じる恐れが

ある場合は、一般利用者のア

クセス権については慎重に判

断していく必要がある。 

 ただし、集計・解析的な使い

方（属性値そのものを公表し

ない）や、二次的利用として

グループ化した主題図により

公開するなどの利用方法は、

許容できるため、予め利用申

請者の使用目的・使用方法を

審査した上で、アクセスを認

めるなど考慮する必要があ

る。 

 

 

方（属性値そのものを公表し

ない）や、二次的利用として

グループ化した主題図により

公開するなどの利用方法は、

許容できるため、予め利用申

請者の使用目的・使用方法を

審査した上で、アクセスを認

めるなど考慮する必要があ

る。 
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新 旧 

D）整備データ概要 D）整備データ概要 

表５-１２ 各データ版の概要と想定利用者 表５-１２ 各データ版の概要と想定利用者 
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データ版 

 

データ概要 

 

想定利用者 

 

マスターデータ 

 

個人情報や安全保障上の建物等を含むす

べてのデータであり、機密性や権利保護

等の観点から非公開とする。なお、標準

作業手順書の「作成制限施設」に基づき

整備されているものとする。 

 

都職員の特定利用

者 

 

フルスペック版 

 

重要な個人情報および安全保障上の建物

等を削除したデータ版を想定。都職員が

庁内でのデータ解析などに利用すること

を想定。 

 

都職員 

 

区市町村版 

 

フルスペック版と同内容のデータを想

定。対象となる区市町村毎のデータに切

り出して整備する。対象となる区市町村

の職員がデータ解析などに利用すること

を想定。 

 

区市町村職員 

 

提供加工版 

 

フルスペック版からアクセス不可の情報

等を削除したデータを想定。産学官の利

用者が様々な用途（ユースケース）にお

いてデータを集計・解析等に用いその結

果を公開することを想定。 

 

産学官の限定利用

者 

 

オープンデータ版 

 

個人情報やセキュリティの観点や、個人

の所有する資産価値への影響の観点か

ら、アクセス不可の情報を削除したデー

タを想定。一般利用者が様々な目的（商

用利用を含む）でデータを活用すること

を想定。CCBY4.0 で提供可能なデータ

一般利用者 

 

データ版 

 

データ概要 

 

想定利用者 

 

マスターデータ 

 

個人情報や安全保障上の建物等を含むす

べてのデータであり、機密性や権利保護

等の観点から非公開とする。 

 

都職員の特定利用

者 

 

フルスペック版 

 

重要な個人情報および安全保障上の建物

等を削除したデータ版を想定。都職員が

庁内でのデータ解析などに利用すること

を想定。 

 

都職員 

 

区市町村版 

 

フルスペック版と同内容のデータを想

定。対象となる区市町村毎のデータに切

り出して整備する。対象となる区市町村

の職員がデータ解析などに利用すること

を想定。 

 

区市町村職員 

 

提供加工版 

 

フルスペック版からアクセス不可の情報

等を削除したデータを想定。産学官の利

用者が様々な用途（ユースケース）にお

いてデータを集計・解析等に用いその結

果を公開することを想定。 

 

産学官の限定利用

者 

 

オープンデータ版 

 

個人情報やセキュリティの観点や、個人

の所有する資産価値への影響の観点か

ら、アクセス不可の情報を削除したデー

タを想定。一般利用者が様々な目的（商

用利用を含む）でデータを活用すること

を想定。CCBY4.0 で提供可能なデータ

（もしくは、ODCBY または、ODbL）

を対象とする。 

一般利用者 
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（もしくは、ODCBY または、ODbL）

を対象とする。 

 

災害時提供版 

 

フルスペック版と同レベルのデータ版を

想定。大規模災害時に国や防災事業者な

どの災害関係者が活用することを想定。 

 

産学官の限定利用

者 

 

 

 

災害時提供版 

 

フルスペック版と同レベルのデータ版を

想定。大規模災害時に国や防災事業者な

どの災害関係者が活用することを想定。 

 

災害関係者 

 

 

  

  

表５-１３ 都市の３Ｄデジタルマップ格納地物一覧 表５-１３ 都市の３Ｄデジタルマップ格納地物一覧 
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地物 
マスター 

データ 

フルスペ

ック版 

区市町村

版 

提供加工

版 

オープン 

データ版 

災害時 

提供版 

建築物 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

都市設備 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

汎用都市オ

ブジェクト 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

土地利用 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

地形 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

交通（道

路） 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

植生 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

水部  

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

都市計画決

定情報 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

橋梁 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

トンネル 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

地下埋設物 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

地物 
マスター 

データ 

フルスペ

ック版 

区市町村

版 

提供加工

版 

オープン 

データ版 

災害時 

提供版 

建築物 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

都市設備 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

汎用都市オ

ブジェクト 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

土地利用 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

地形 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

道路 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

植生 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

水部  

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

都市計画決

定情報 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

橋梁 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

トンネル 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

地下埋設物 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 
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地下街 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

その他の構

造物 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

 

〇 

 

△ 

 

◎ 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◎：整備対象 LOD 全てのレベル 〇：整備対象 LOD 全てのレベル(個々の施設に関す

る属性は公表しない・地物の詳細度が高くなることによるセキュリティ/プライバシーの

観点においても配慮が必要) △：LOD2 レベルまで（LOD0,1,2 または LOD1,2、

LOD2） □：LOD1 レベルのみ 

◎：整備対象 LOD 全てのレベル 〇：整備対象 LOD 全てのレベル(個々の施設に関す

る属性は公表しない・地物の詳細度が高くなることによるセキュリティ/プライバシーの

観点においても配慮が必要) △：LOD2 レベルまで（LOD0,1,2 または LOD1,2、

LOD2） □：LOD1 レベルのみ 

  

データ提供にかかる事業については、都が自ら実施するだけでなく、東

京データプラットフォーム運営主体など民間と連携して実施することも考

えられる。特に、東京データプラットフォームにおいては、データのダウ

ンロードによる提供以外に、3D デジタルマップをウェブ・クラウドサービ

スとして配信するなどの役割も期待されるところである（図５-１３）。 

データ提供にかかる事業については、都が自ら実施するだけでなく、東

京データプラットフォーム運営主体など民間と連携して実施することも考

えられる。特に、東京データプラットフォームにおいては、データのダウ

ンロードによる提供以外に、3D デジタルマップをウェブ・クラウドサービ

スとして配信するなどの役割も期待されるところである（図５-１３）。 

  

図５-１３ 整備データの活用・連携・提供スキーム 図５-１３ 整備データの活用・連携・提供スキーム 
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 各データ版（マスターデータ・フルスペック版・区市町村版・提供加工

版・オープンデータ版・災害時提供版）におけるアクセス可能な情報概要

を図５-１４に示す。 

 各データ版（マスターデータ・フルスペック版・区市町村版・提供加工

版・オープンデータ版・災害時提供版）におけるアクセス可能な情報概要

を図５-１４に示す。 

  

図５-１４ 提供用のデータ加工イメージ 図５-１４ 提供用のデータ加工イメージ 
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1．３Ｄデジタルマップのビジネス関係図と必要となるルール 1．３Ｄデジタルマップのビジネス関係図と必要となるルール 

3D デジタルマップの整備・更新・提供においては、3D デジタルマップ

の整備・更新・提供主体となる 3D デジタルマップ提供者を中心とし、それ

ぞれのステークホルダーが配置され、その間でやり取りするデータの仕

様、知的財産権、個人情報保護等のオープン化の方針などのルール化が必

要となる。 

3D デジタルマップの整備・更新・提供においては、3D デジタルマップ

の整備・更新・提供主体となる 3D デジタルマップ提供者を中心とし、それ

ぞれのステークホルダーが配置され、その間でやり取りするデータの仕

様、知的財産権、個人情報保護等のオープン化の方針などのルール化が必

要となる。 

必要となるルールは、大きく分けて「データ仕様」、「法的」、「運用」と

し、本章では主に法的に関わる個人情報保護・プライバシー、知的財産権

に係るルールと、データ仕様及び運用に関わる利用及び第三者提供に係る

ルールを対象とし、考え方を示すものとする。 

必要となるルールは、大きく分けて「データ仕様」、「法的」、「運用」と

し、本章では主に法的に関わる個人情報保護・プライバシー、知的財産権

に係るルールと、データ仕様及び運用に関わる利用及び第三者提供に係る

ルールを対象とし、考え方を示すものとする。 

 

 

 図６-１ 3D デジタルマップのビジネス関係図と必要となるルール（図

５-１再掲） 

 図６-１ 3D デジタルマップのビジネス関係図と必要となるルール（図

5-1 再掲） 
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表６-１ リソースデータ提供関係者一覧図 表６-１ リソースデータ提供関係者一覧図 
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リソースデー

タ提供関係者 

 

想定される 

リソース提供者 

 

想定されるリソース

提供者の例 

（ 提 供リ ソー ス の

例） 

 

リソースデータに対

する権利（著作権・

使用権・二次利用） 

 

現地計測（デ

ータ取得者）

委託 

 

3D デジタルマッ

プ提供者から委託

する委託先事業者 

 

 測量業者 

（航空写真、航空レ

ーザ、MMS 点群ほ

か） 

 （DSM・経年変化

箇所情報等・都市計

画基本図 ほか） 

 

 3D デジタルマップ

提供者が、リソース

データの著作権（所

有権）を有する 

 

プロダクト販

売者 

 

プロダクトに対す

る利用権（使用

権）を販売する事

業者 

 

 （株）NTT データ

（高精細地形ﾃﾞｰﾀ・

ﾋﾞﾙﾃｨﾝｸﾞ 3D ﾃﾞｰﾀ） 

 （株）ゼンリン（3D

都市ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ・広域 3

次元ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ） 

 （株）キャドセンタ

ー（REAL 3DMAP） 

 ライカジオシステム

ズ（株）（ｵﾙｿ画像・

LiDAR 点群・3D 都

市モデル） 

 VEXCEL DATA 

PROGRAM

（DSM・True 

Ortho 画像・

Oblique 画像） 

 

 3D デジタルマップが

リソースデータの二

次的著作物にあたる

場合 

 リソースデータの著作

権は、リソースデータ

提供関係者に帰属 

 リソースデータの使用

許諾のみを 3D デジタ

ルマップ提供者が得る 

 3D デジタルマップ

は、リソースデータの

二次的著作物となるた

め、二次利用（二次的

著作物の作成、第三者

への提供ほか）は、リ

ソースデータ提供者関

係者の承諾が必要とな

る 

 3D デジタルマップが

リソースデータの二

次的著作物にあたら

リソースデー

タ提供関係者 

 

想定される 

リソース提供者 

 

想定されるリソース

提供者の例 

（ 提 供リ ソー ス の

例） 

 

リソースデータに対

する権利（著作権・

使用権・二次利用） 

 

現地計測（デ

ータ取得者）

委託 

 

3D デジタルマッ

プ提供者から委託

する委託先事業者 

 

 測量業者 

（航空写真、航空レ

ーザ、MMS 点群ほ

か） 

 （株）ミッドマップ

東京（DSM・経年

変化箇所情報等・都

市計画基本図 ほ

か） 

 

 3D デジタルマップ

提供者が、リソース

データの著作権（所

有権）を有する 

 

プロダクト販

売者 

 

プロダクトに対す

る利用権（使用

権）を販売する事

業者 

 

 （株）NTT データ

（高精細地形ﾃﾞｰﾀ・

ﾋﾞﾙﾃｨﾝｸﾞ 3D ﾃﾞｰﾀ） 

 （株）ゼンリン（3D

都市ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ・広域 3

次元ﾓﾃﾞﾙﾃﾞｰﾀ） 

 （株）キャドセンタ

ー（REAL 3DMAP） 

 ライカジオシステム

ズ（株）（ｵﾙｿ画像・

LiDAR 点群・3D 都

市モデル） 

 VEXCEL DATA 

PROGRAM

（DSM・True 

Ortho 画像・

Oblique 画像） 

 

 3D デジタルマップが

リソースデータの二

次的著作物にあたる

場合 

 リソースデータの著作

権は、リソースデータ

提供関係者に帰属 

 リソースデータの使用

許諾のみを 3D デジタ

ルマップ提供者が得る 

 3D デジタルマップ

は、リソースデータの

二次的著作物となるた

め、二次利用（二次的

著作物の作成、第三者

への提供ほか）は、リ

ソースデータ提供者関

係者の承諾が必要とな

る 

 3D デジタルマップが



第 6 章 整備・更新・提供にかかるルール 

~ 104 ~ 

 

ない場合 

 リソースデー

タの著作権

は、リソース

データ提供関

係者に帰属 

 3D デジタル

マップの著作

権は、3D デ

ジタルマップ

提供者に帰属

する 

 二次利用に係

る一切は、3D

デジタルマッ

プ提供者の判

断により可能

となる 

 

庁内・その他

行政機関 

 

庁内 

国機関・市町村そ

の他行政機関 

 

都市整備局（土地利

用現況調査） 

主税局（撮影成果・

家屋経年異動判読情

報） 

国土交通省都市局

（PLATEAU） 

国機関・市町村その

他行政機関（道路台

帳図・航空写真・航

空レーザー・MMS 点

群 ほか） 

 

 

 

施設管理者 

 

民間事業者 

 

施設所有者（BIM デ

ータ・CIM データ） 

 

 

リソースデータの二

次的著作物にあたら

ない場合 

 リソースデー

タの著作権

は、リソース

データ提供関

係者に帰属 

 3D デジタル

マップの著作

権は、3D デ

ジタルマップ

提供者に帰属

する 

 二次利用に係

る一切は、3D

デジタルマッ

プ提供者の判

断により可能

となる 

 

庁内・その他

行政機関 

 

庁内 

国機関・市町村そ

の他行政機関 

 

都市整備局（土地利

用現況調査） 

主税局（撮影成果・

家屋経年異動判読情

報） 

国土交通省都市局

（PLATEAU） 

国機関・市町村その

他行政機関（道路台

帳図・航空写真・航

空レーザー・MMS 点

群 ほか） 

 

 

 



第 6 章 整備・更新・提供にかかるルール 

~ 105 ~ 

 

新 旧 

インフラ事業者（地

下施設） 

 
 

施設管理者 

 

民間事業者 

 

施設所有者（BIM デ

ータ・CIM データ） 

インフラ事業者（地

下施設） 

 

 

 

 

  

2．個人情報保護・プライバシーに係るルール 2．個人情報保護・プライバシーに係るルール 

 また、3D デジタルマップは安全保障上、警備上の観点から整備データに

制限が必要となる。そこで、国の安全保障又は警備上の観点から国土交通

省都市局にて、自衛隊施設や重要施設等についてデータ整備をしないこと

などの制限情報が、「３D 都市モデル標準作業手順書」の第 2.0 版以降に盛

り込まれた。最新版を確認する必要がある。 

 また、3D デジタルマップは安全保障上、警備上の観点から整備データに

制限が必要となる。そこで、国の安全保障又は警備上の観点から国土交通

省都市局にて、自衛隊施設や重要施設等についてデータ整備をしないこと

などの制限を盛り込んだ「３D 都市モデル標準作業手順書」の改訂版が提

供予定であるため、これらの内容にも従う必要がある。 

 下記に、「３D 都市モデル標準作業手順書」における具体的な対応方針を

示す。 

  

 ■対応方針 

 全国の３D 都市モデルの該当施設について、下記のようなデータ作成の制

限を行う（図６-５）。 

 ①自衛隊施設や重要施設等についてデータ整備をしないこと（ドロー

ン規制法上の規制対象に原則従う） 

 ②裁判所施設、警察施設、刑務所、在外公館等について、管理者の同

意を得ずに LOD3 以上のデータを整備しないこと 

 ③空港施設について、管理者の同意を得ずに LOD4 データを整備しな

いこと（確認的規定） 
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※参考資料 「３D都市モデル標準作業手順書」（第 3.4 版） ※参考資料 「３D都市モデル標準作業手順書」への記載（案） 

図６-５ 安全保障上、警備上の観点から整備データの制限 図６-５ 安全保障上、警備上の観点から整備データの制限 
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都市の３Ｄデジタルマップの整備・運用に向け、計画段階の 3 カ年、初

期整備期間と 2025 年度以降の更新スケジュールを示す。 

都市の３Ｄデジタルマップの整備・運用に向け、計画段階の 3 カ年、初

期整備期間と 2025 年度以降の更新スケジュールを示す。 

表７-１ スケジュール（2020 年度～2030 年度） 表７-１ スケジュール（2020 年度～2030 年度） 

  

  

  

実施項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025～2030年度

都市の３Ｄデジタルマップ化

プロジェクト

詳
細
工
程
（
案
）

●仕様・ガイドライン

仕様書（案）の策定

仕様書のブラッシュアップ

提供・利用ガイドライン策定

●データ整備・更新

パイロットマップの作成

モデルエリアのデータ整備

データ整備エリアの拡大

●システム導入・運用

庁内用システムの試験導入

庁内用システムの本格導入

公開用システムの導入

●ユースケース検証

机上調査・パイロットマップ検証

モデルエリアでの検証

より広範なユースケースの検証

●運用スキーム

運用スキーム案の検討

運用スキームの選定

仕様構築検討

パイロットマップ作成

ユースケースや技術動向に応じたフォローアップ（継続的にアジャイル）

【23区】23区全域(LOD1)、
都市開発諸制度拠点地
区（LOD2）を全域整備

点群データ取得
(区部市街地全域)

【多摩部】市街地全域
（LOD1）、都市開発諸
制度拠点地区（LOD2）

を全域整備

【多摩部】都市計画区
域内（LOD1）を全域

整備

【島嶼部】全域
（LOD1）を整備

仕様の
深度化
検討等

テ

ス

ト

運
用
開
始

整備エリアの拡大検討・
実施

改
定

モデルエリアでユース
ケース検証

モデルエリアのデータ
整備

設

計 ﾊｰﾄﾞｳｪ

ｱ調達

システム

構築

仕様の

深度化
検討等

手法比較
検討・積算

エリアを拡大してユース
ケースを蓄積

実サービスとして
実装

運用スキーム
の選定

準
備

概略検討等

仕様書（案）
策定

パイロットマップ作成

机上検証

運用スキーム案検討

要件定義作成

適宜運用見直し（継続的にアジャイル）
※随時ライセンス拡大

※公開用システムは、官民連携データプラットフォーム等の動向を踏まえ構築検討

要件定義書・データ製品仕
様書の改定

必要に応じて仕様の拡張・改定（継続的にアジャイル）

他局と連携したシステム
運用検討

整備エリアの拡大実施 官民連携によるデータ更新

運用見直し（継続的にアジャイル）

実サービスとして実施・拡大

都市再生緊急整備地域
の3Dデジタルマップ作成

モデルエリアの3D
デジタルマップ作成

ユースケースの検証

仕様のアップデート

【都内全域】
データ更新・精緻化
（持続可能なスキームの構築）



第 8 章 ロードマップ 

~ 108 ~ 

 

新 旧 

 

 

図８-１ 3D デジタルマップ整備・運用ロードマップのイメージ 図８-１ 3D デジタルマップ整備・運用ロードマップのイメージ 

  

  

【対象エリア】
・都全域
・地域区分・ゾーン
・区市町村都計単位
・拠点地区・周辺地区
・街区・地区計画
・施設単位 重点地区で先導

ユースケースに合わせた
階段的なエリア拡充

多様なサービスでの活用
（都全域で展開）

詳細度

更新頻度

特定エリアや施設で
ユースケースを踏ま
えた詳細度

計画的なデータ更新

ユースケースやスケールに応じ
た詳細度、更新箇所でのバー
ジョンアップ

年単位の更新、一部リアルタイム化など即時
性を高めるための更なる取組推進

データ連携による属性情報の拡充、３Ｄマッ
プ自体の拡張

データリソース
（比率）

行政

行政業務・施策で整備・利用が想定されるデータ

民間

詳細度や更新頻度を向上に向け民間データの活用

エリア・詳細度の
拡大イメージ

短 期 中 期 長 期

※2024年度までに都内全域で整備
※法定調査等に基づき、概ね５年毎に更新

・５Ｇサービスの展開
・自動運転（レベル２・３）市場化
・測位システムの高度化

・ローカル５Ｇ本格化
・自動運転（レベル４）市場化
・ドローン飛行（レベル４）実現

・６Ｇの事業化
・自動運転（レベル５）開発・実用化
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1．「未来の東京」戦略  

（中略） （中略） 

  
出典：（関連計画）『未来の東京』戦略（令和３（2021）年３月 東京都）  
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出典：（関連計画） 『未来の東京』戦略 version up2022（令和４（2022）

年２月） 
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出典：（関連計画）『未来の東京』戦略 version up2023（令和 5（2023）年 1

月） 
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出典：（関連計画）『未来の東京』戦略 version up2024（令和 6（2024）年 1

月） 
 

  
  

2．「シン・トセイ 都政の構造改革 QOS アップグレード戦略」  
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出典：シン・トセイ 都政の構造改革 QOSアップグレード戦略（令和３

（2021）年３月） 

出典：シン・トセイ 都政の構造改革 QOSアップグレード戦略（2021年３月 

東京都） 
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出典：シン・トセイ２ 都政の構造改革 QOSアップグレード戦略 version 

up2022（令和４（2022）年２月） 
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出典：シン・トセイ 3 都政の構造改革 QOSアップグレード戦略 version 

up 2023（令和５（2023）年 1月） 
 

  

 

 

出典 シン・トセイ 4 都政の構造改革 QOSアップグレード戦略 version up 

4（令和６（2024）年 1月 ） 
 

  
  

3．本要件定義書の検討体制 3．本要件定義書の検討体制 
本要件定義書の策定にあたっては、都関係部局での検討だけでなく、令

和 2 年 12 月 1 日「都市の 3D デジタルマップの実装に向けた産学官ワーキ

ンググループ」を設置し、東京都が整備すべき 3D デジタルマップの仕様に

ついて検討を行うとともに、民間活力の活用など、より効率的かつ効果的

な 3 次元データ収集スキームや管理体制、活用内容など、導入・運用手法

の構築を見据えた検討を行った。 

本要件定義書の策定にあたっては、都関係部局での検討だけでなく、令

和 2 年 12 月 1 日「都市の 3D デジタルマップの実装に向けた産学官ワーキ

ンググループ」を設置し、東京都が整備すべき 3D デジタルマップの仕様に

ついて検討を行うとともに、民間活力の活用など、より効率的かつ効果的

な 3 次元データ収集スキームや管理体制、活用内容など、導入・運用手法

の構築を見据えた検討を行った。 

  

＜都市の３Ｄデジタルマップの実装に向けた産学官ワーキンググループ＞ ＜都市の３Ｄデジタルマップの実装に向けた産学官ワーキンググループ＞ 
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1. 委員 1. 委員 

（座長）古橋 大地 青山学院大学地球社会共生学部教授 （座長） 

越塚 登  東京大学大学院情報学環教授 越塚 登  東京大学大学院情報学環教授 

田中 浩也 慶應義塾大学環境情報学部教授 田中 浩也 慶應義塾大学環境情報学部教授 

  古橋 大地 青山学院大学地球社会共生学部教授 

 森 亮二  英知法律事務所弁護士 森 亮二  英知法律事務所弁護士 

 岩本 敏男 株式会社ＮＴＴデータグループ相談役（元・一般社団法人

情報サービス産業協会副会長） 
 岩本 敏男 株式会社ＮＴＴデータ相談役（元・一般社団法人情報サー

ビス産業協会副会長） 

関本 義秀 一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会代表理

事 

 関本 義秀 一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会代表理

事 

東京大学空間情報科学研究センター教授 東京大学空間情報科学研究センター教授 

鈴木 豪  国土交通省都市局都市計画課企画専門官  大島 英司 国土交通省都市局都市計画課企画専門官 

2. 幹事 2. 幹事 

 東京都都市整備局まちづくり調整担当部長  東京都都市整備局都市づくり政策部長 

    東京都都市整備局先端技術調整担当部長     東京都都市整備局先端技術調整担当部長 

 東京都デジタルサービス局戦略部デジタルシフト推進課長 

東京都デジタルサービス局デジタルサービス推進部オープンデー

タ推進担当課長 

東京都デジタルサービス局デジタルサービス推進部オープンデー

タ推進担当課長 

東京都都市整備局総務部調整担当課長 東京都都市整備局総務部調整担当課長 

東京都都市整備局都市基盤部交通企画課長 東京都都市整備局都市基盤部交通企画課長 

3. オブザーバ  3. オブザーバ  

    国土交通省大臣官房技術調査課     国土交通省大臣官房技術調査課 

4. 事務局 4. 事務局 

    東京都都市整備局都市づくり政策部広域調整課     東京都都市整備局都市づくり政策部広域調整課 
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※上記は令和 5 年度における産学官ワーキンググループのメンバーであ

る。 
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4．参照技術資料 4．参照技術資料 
本要件定義書の策定にあたり参照した技術資料を掲載する。 本要件定義書の策定にあたり参照した技術資料を掲載する。 

  

① 作業規程の準則 ① 作業規程の準則 

② OGC City Geography Markup Language (CityGML) Encoding Standard 

Version 2.0（Open Geospatial Consortium, 2012） 

② OGC City Geography Markup Language (CityGML) Encoding Standard 

Version 2.0（Open Geospatial Consortium, 2012） 

③ 地理空間標準プロファイル（JPGIS） ③ 地理空間標準プロファイル（JPGIS） 

④ 日本メタデータプロファイル 2.0（JMP2.0） ④ 日本メタデータプロファイル 2.0（JMP2.0） 

⑤ DataEncoding Specification of i-Urban Revitalization-UrbanPlanning 

ADE-Ver3.0（内閣府、2023 年 11 月） 

⑤ DataEncoding Specification of i-Urban Revitalization-UrbanPlanning 

ADE-（内閣府、2019 年 11 月） 

⑥ 3D 都市モデル技術文書－Part1: 3D 都市モデル標準製品仕様書 第 3.4

版（国土交通省、2023 年） 

⑥ 3D 都市モデル技術文書－Part1: 3D 都市モデルのための標準製品仕様

（案）ver.1.2.0（国土交通省、2021 年） 

⑦ 国土地理院技術資料 D1-No.761 建物三次元データ作成マニュアル

（案）（国土地理院、平成 28 年 3 月） 

⑦ 国土地理院技術資料 D1-No.791 建物三次元データ作成マニュアル

（案）（国土地理院、平成 28 年 3 月） 

⑧ 3 次元屋内地理空間情報データ仕様書（案）（国土地理院、平成 30 年 3

月） 

⑧ 3 次元屋内地理空間情報データ仕様書（案）（国土地理院、平成 30 年 3

月） 

  

  

■本要件定義書（案）の内容について ■本要件定義書（案）の内容について 

記載されている内容および出典・引用は 2024 年 3 月 15 日時点における最

新のものです。 

記載されている内容および出典・引用は 2022 年 3 月 30 日時点における最

新のものです。 
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